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(1) rw令和元年版成果レポート』に基づく今後の『果政運営』等に係る意見」へのL回答

【戦略企画雇用経済常任委員会】
¥ 

:?施策番号 0.:... 雇蚕迄ア:::1主担当部員:名
323 Ir食jの産業振 i雇用経済部

輿

F 委員会意晃 J

令和 2年 3月に設置予定のみえ食の“人材"育成プラット
フォームについては、人材育成だけでなく、人材確保や育成
した人材の県内定着にも取り組むことのできるプラット
フォームになるよう検討されたい。

、 J

みえ蚕己bうd7末瓦材n 育成プラツトフオ}ムについては、産学
の参画を得た準備会議により、 「みえの食」に携わる人材の
育成とともに、 「みえの食」の将来を担う人材の確保につな
がる取組の検討を行っており、継続的な食関連産業の発展に
つなげていきたいと考えています。

-占

331 国際展開の誰 |雇用語語部| 三重ダイイYベ一万三ジセジヂ-f;:るし'l，長内盃葉耐歳
進 I I長など県民にメ!Jyトが生まれるよう、有効に活用された

い。

タイ政府と協力してバンコクに設置した三重タイイノベ}
ションセンターには、県内企業から寄贈をいただいた高度な
食品加工機械を設置しています。

今後、このセンターをASEAN諾国への食品ビジネスの
展開拠点として、県内の優れた食品加工技術を持つ企業や食
品輸出企業等に活用し〉ただきたいと考えています。

三重旅パスポートや三重食旅パスポートで得られたデ}タ
を、新たに令和元年8月から実施しているスマートフ尤ン活
用事業に入れ込むことは難しいですが、実施にあたっては、
これまでのパスポート事業でのデータ分析結果を生かすとと
もに、新事業の周知にも活用していきます。

332 観光の産業記と|雇用語語部
海外誘客の促十観光局
進

ニ重旅ノ{;，えポートや三重食旅パスポートで得られたデータ
を今後の観光施策に生かせるよう、効果的なデータ分析を行
うなど有効に活用されたい。

二重テラスの来信者が2年続けて減少していることは、大
きな課題であると認識レています。今後は、 『首都圏営業に
関するアドパイザリーボード』で専門家のアドバイスもいた
だきながら、来館者増に向けて、リピーターの確保につなが
る取組と、新たな三重県ファンの開拓につながる取組の両方
を実施したいと考えています。

6月に関議決定された骨太の方針では、就職氷前期世代への
支援として3年間の集中的な取来邑が打ち出されました。

就職氷河期世代は、雇用環境が撤しい時期に就職活動を
行った世代であり、現在も、非正規雇用や無業の状態である
人が一定存在します。こうした状況にある人を対象に、安定
した就労に向けた支援の充実が求められています。
県としても、国の具体的な取組を参考にしつつ、就労支援

機関やひきこもり支援機関などの関係機関と一層連携しなが
ら、就労支援の取組を積極的に進めていきたいと考えていま
す。

333 ニ重の戦略的な|雇用経済部 i平成28'年度以降、豆重デデスb来信者数示 2手連続で誠少
営業活動 I Iしているが、来館者数は重要な指標であることから、これを

軽んじることなく、来館者数の増加に向けて取り組まれた
u、。
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(3)三重県新エネルギービジョンについて

1 三重県新エネルギービジョンの改定主旨

平成24年3月に、新たなエネノレギーミックスの実現やエネノレギー産業構造改革、再生可能

エネルギ}の利用拡大など、我が閣のエネノレギ一政策も考慮、し、県として地域資源を生かした

新エネルギーの創出や産業振興、地域づくりなどを推進するために、令和2(2020)年を目標

年度とする三重県新エネルギ}ピジョンを策定し、新エネノレギー導入目標や5つの戦略プロ

ジェクトなどを示しました。

平成28年には、東日本大震災後のエネノレギー需給動向など社会情勢の変化をふまえてピジ

ョンの改定を行い、計画期間を令和 12(2030)年度に延長し、新たな長期目標を設定すると

ともに、令和元年度を目標年度として中期目標を設定しました。また、ピジョンの推進にあた

っては、取組に対する中間言判面の内容をふまえて、石油等の国際的な価格動向、国のエネノレギ

ー政策の動向をはじめとした外的要因の変化にも留意しつつ、概ね4年毎に見直しを行うこ

ととしました。

こうしたなかで、閣のエネルギ一政策に関しては、 SDGs(持続可能な開発目標)への対応や、

Society5.0の実現に向けた取組、 2020年度内のFIT制度の廃止と新たな支援策の創設などに

かかる議論が進められています。

このような社会情勢変化に対応し、県が取り組むべき方向性等を踏まえつつ、令和2年度か

ら4年間の取組方向や中期目標を定めるために改定します。

-2 中間評価の概要(これまでの取組状況と主な課題)

(1 )新エネルギーの導入促進 く取組方向 1>

ピジョンの目標値は、エネノレギーの一般的な指標である原油の削減量の換算値としてい

ます。

令和元年度の新エネルギーの導入実績(暫定値)は、 117.2万kL(世帯数換算63.5万世，

帯)であり、令和元年度の中期目標である 100.2万kL(世帯数換算 54.3万世帯)の削減目

標に対して、進捗率は 117%でした。

また、令和 12(2030)年度の長期目標である 155.9万kL(世帯数換算84.5万世帯)に対

する進捗率は75%であり、引き続き長期目標の達成に向けた取組が求められます。

{主な新エネルギ}について】

ア 太陽光発電の令和元年度の導入実績(暫定値)は 49.3万kLであり、導入目標の 30.3

万kLに対する進捗率は 163見です。

今後は、賦課金の抑制に向けた国の新たな措置が講じられることや、開発による自然環

境破壊等の問題が顕在化じつつあることから、導入量は鈍化することが見込まれます。

平成29年6月に策定した「三重県太陽光発電施設の適正導入に係るガイドラインJに

基づき、‘地域住民のくらしや景観に配慮するなど地域との共生が図られるよう太陽光発

電設備の適正な導入を進めていくとともに、一般家庭や事務所の屋根等に太陽光パネル

を設置する自家消費型を普及させる必要があります。
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イ 風力発電については、令和元年度導入実績(暫定値)は8.1万kLであり、中期目標に

対する進捗率は 100%です。

地域住民をはじめとする関係者の理解が大前提であるにもかかわらず、不安や反対の

声が上がっている案件が見受けられます。

地域住民の不安を払拭し、地域の理解を得ることが不可欠であり、事業者において地域

との十分な戸ミュニケ}ションが図られるとともに、最大限の環境保全措置が講じられ

るよう指導・助言が必要です。

ワ バイオマス発電(進捗率95%)・熱利用(進捗率77.6%)については燃料の国内調達が

大きな課題となっています。

今後は、地域内で燃料の調達や電気・熱利用を促進するエネルギ}の地産地消に向けた

取組が重要です。

エ 太陽熱利用(進捗率66.7%)、燃料電池(進捗率66.7%:エネファーム)は、ヒ}トポ

ンプ式給湯器(エコキュ}ト)と熱利用の目的で競合することなどから、進捗率は伸び悩

んでいます。

一方、太陽光発電ノ〈ネノレ (PV)と集熱パネノレが一体となったPV一体形集熱器 (PV

T)が開発されるとともに、太陽熱利用に対する国の支援策が拡大していることから、こ

れらに関する普及啓発の取組が重要です。

(2)家庭・事業所における省エネ‘革新的なエネルギー高度利用の推進 く取組方向2>

家庭や事業所における省エネ・節電や新エネノレギーの普及を図るため、三重県次世代エネ

ノレギーパークの夏休み親子見学パスツアーや、大学との連携による教育講座等を実施しま

した。また、国の「省エネルギ」相談地域プラットブオーム事業Jを活用し、中小企業等を

対象としたセミナーや省エネ診断などの支援を行いました。

引き続き関係機関と連携しながら、省エネ・節電や、革新的なエネノレギ」高度利用に関す

る普及啓発に取り組むことが必要です。

(3)創エネ a蓄エネ“省エネ技術を活用したまちづくりの推進 く取組方向3>

県は、地域資源の有効活用と、売電収入による地域活性化をめざして設立された「馬野川

小水力発電を復活させるプロジェクト地域協議会Jについて、オブザ、}パーとして参加して

きました。引き続き、広報や地域貢献事業におけるアドバイス等による地域協議会への支援

が必要です。

また、国の「再生可能エネルギ}等導入推進基金事業Jを活用し肖平成26年度から 3か

年で、県や市町等の避難所や防災拠点施設等に太楊光発電設備や蓄電池設備などの導入を

行いました。今後も国の補助制度等を活用しながら、防災拠点等に太陽光発電や蓄電池とい

った設備を設置し、災害に強いまちづくりを推進することが必要です。

併せて県内の各市町に水平展開し、地域課題を解決するため、創エネ・蓄エネ・省エネ技

術を活用した、協創によるまちづくりの取組を支援する必要があります。
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(4)環境=エネルギー関連産業の育成と集積 く取組方向4>

県内企業の環境・エネノレギー関連分野八の進出等を促すため、県工業研究所が中心となっ

て、県内企業や高等教育機関との間でネットワ}クを構築するとともに、製品開発に向けた

研究開発を支援するなど、環境・エネノレギー関連産業の育成と集積に取り組んできました。

今後は、これま'でに工業研究所が蓄積したエネノレギー関連技術の研究シーズを整理し、今

後の取組を検討するとともに、技術支援や専門家派遣等による研究開発の促進、技術交流会

等による販路・市場拡大を図ることで、環境・エネノレギー関連産業の育成・集積に努める必

要があります。

(5)次世代の地域エネルギー等の活用推進 く取組方向5>

水素エネノレギ}の利活用に関して、平成28年3月に県内初の移動式水素ステーションが

整備されたことから、燃料電池自動車 rM1 RA  1 Jを活用して積極的な啓発に努めました。

また、「みえバイオリファイナリー研究会Jを中心に、化石燃料からバイオ燃料へのエネ

ノレギ}転換やバイオケミカノレ産業の創生をめざし、資源作物(ソノレガム)を原料とした燃料

製造の調査研究などの支援を行ってきました。

今後の国の動向を注視しながら情報収集に努めるとともに、関係部局と連携しながら、水

素エネノレギ)の普及に対する県民の理解を深めるための啓発に取り組みます。また、バイオ

リファイナリーの実用化に向けた研究開発の促進に取り組みます。

3 新エネルギービジョン(中間案)の概要 (全体構成別紙)

前述の中間評価に加え、令和 2(2020)年度内のFIT制度の見直しゃ、今後見込まれる太

陽光パネルの大量廃棄問題、開発に伴う自然環境破壊問題など諸課題の解決に努めながら、

地域との共生が図られるよう、新エネルギーの導入を促進するための改定を行います。

( 1 )計画期間、基本理念、基本方針【変更なし】

平成28年3月に改定した現行ビジョンの考え方に沿って、引き続き取組を進めます。

【参考】

ア計画期間

現行ビジョンは概ね 15年先を見据えつつ、平成28(2016)年度を初年度とし、令

和 12(2030)年度を目標年度とするエネルギ}政策の基本理念、長期目標、取組方針

等を示す長期計画とされており、現行ビジョンの計画期間を据え置きとします。

なお、みえ県民力ピジョン・第三次行動計画(仮称)に合わせ、長期目標に向けた

令和2 (2020)年度から令和5 (2023)年度までの4年間の中期的な数値目標と取組

方向を併せて示します。
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イ基本理念

「みえの地域エネノレギーカJを「県民、地域団体、事業者、大学、行政などの多様

な主体が、ライフスタイノレや事業活動におけるエネルギ}の使い方と意識を変革しな

がら、エネルキ、}の地産地消、環境・エネルギ}関連産業の振興、エネノレギ)関連技

術を生かした地域づくり、省エネの推進を協創の考え方で進めていく力Jと位置づ

け、 Society5.0、SDGsをふまえ、その持続的な向上を図ることを基本理念とします

(エネルギ，__'.イノベ}ションと協創によるみえの地域エネノレギーカの向上)。

ウ基本方針

(ア) 新エネノレギ}の導入促進

(イ) 家庭・事業所における省エネ・革新的なエネルギ}高度利用の推進

(ウ) 創エネ・蓄エネ・省エネ技術を活用したまちづくりの推進

(エ) 環境・エネルギー関連産業の育成と集積

(オ) 次世代の地域エネノレギー等の活用推進

(2)新エネルギー等の導入目標【長期目標:変更なし、中期目標:新規】

目標とする新エネルギ}は、太陽光発電などの 6つの再生可能エネノレギーと、コージ

ェネレ)ションや次世代自動車など4つの高度利用技術をあわせた 10種類を対象とし、

国の電源構成の見通しゃ県内の導入実績、将来の世帯見込み数、県の新エネノレギ}の将

来計画、地域特性の類似した他県との比較等をもとに設定しています。

固においては、「第5次エネノレギ}基本計画Jが平成30年7月に策定され、長期エネ

ノレギー需給見通し「エネルギーミックスJ(平成27年7月 下表)は据え置きとし、再

生可能エネノレギーの主力龍源化等に取り組むとされました。このため、令和 12(2030) 

年度における数値目標(長期目標)は据え置きとします。一方、長期目標の達成に向け

た令和2 (2020)年度から令和5 (2023)年度までの4年間の中期的な数値目標を新た)

に設定します。

[日本における令和 12(2030)年度の電源構成見通し] 【据え置き]

長期エネルギ」需給見通し

(再計算)平成21年8月

令和2年 令和 12年

長期エネルギ}需給見通し

平成27年 7月

令和 12年

(2020年.) I (2030年) I (2030年)， 

再生可能エネノレギー I 13.5% I 19.4% I 22%~24%程度

i新エネノレギ}等 I '〆 5.5% I 9.4% I 12%~14%穂度

i水力 I 7.7% I 9.2% I 8.8%~9.2%程度

!地熱 I 0.;3% I 0.8% I 1. 0%~1. 1%程度

石油等 4.6% 

石炭 18.2% 

天然ガス 22.1% 

原子力 41. 5% 

3.8% 

14.0% 

'14.2% 

48. 7% 
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(3)取組方向【変更あり】

本ピジョンの基本理念に沿って取組を進め、中期目標の目標年度にあわせて、令和

2年度から令和5年度までの4年間の取組方向を示します。

取組方向 1 新エネルギーの導入促進 i
環境への負荷の少ない安全で安心なエネルギーを確保するため、三重県の地域特性を

生かした太陽光発電や風力発電など6種類の再生可能エネノレギ}について、地域住民の

くらしや景観などに配慮するなど地域との共生が図られることを前提に、エネノレギーの

導入促進に努めます。

また、家庭用を含む電力小売り自由化により、個人・事業者の電力購入の選択肢が広が

ることもふまえ、太陽光、バイオマスなどの地域資源を生かして、地域で電力や熱などの

エネノレギ}を生み出し、それを地域で消費することで地域活性化につながる f地産地消型

のエネルギ}システムJの導入を進めます。

取組方向2 家庭・事業所における省工ネ R 革新的なエネルギー高度利用の推進

住宅向けのへムス (HEMS)"'事業所向けのベムス (BEMS)、スマートメータ一

等のエネノレギーマネジメントシステムの導入促進による省エネの推進や、県民運動の推

進、あるいは中小企業に対する「省エネノレギー相談地域プラットフォーム事業Jによる支

援など、家庭・事業者への省エネ・節電の普及啓発に取り組みます。

また、国の支援策を活用し、コージェネレーション、燃料電池、次世代自動車、ヒート

ポンプなどの革新的なヱネノレギ}高度利用技術による設備の導入促進に取り組みます。

取組方向3 創エネ"蓄エネ闘省エネ技術を活用したまちづくりの推進|

創エネ・蓄エネ・省エネ技術を活用して、過疎対策、農林水産業の振興、観光振興、廃

棄物処理などの地域の課題を解決ホるため、地域団体、事業者、市町等との協創による、

地域が主体となったまちづくりを支援します。

取組方向4 環境調エネルギー関連産業の育成と集積

県内企業の環境・エネノレギー関連分里トの進出等を促すため沿県内企業や萌等教育機関

との間でネットワークを構築するとともに、県内企業の技術カを生かした製品開発に向

けた研究開発を支援するなど、環境・エネルギー関連産業の育成と集積に取り組みます。

取組方向5 次世代の地域エネルギー等の活用推進|

水素エネノレギー、バイオリファイナリーなどの次世代の地域エネルギーや新技術に関

して、中長期的な視点に立って、情報収集、企業ニーズの把握、実証実験の支援等の取組

を行い、将来の産業の育成、地域産業の活性化、新しいまちづくりなどにつなげます。
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4 策定スケジュール

「三重県新エネルギーピジョン推進会議Jや県議会で審議いただいた計画案を、「三重

県行政に係る基本的な計画について議決すべきことを定める条例J第2条第2号に定め

る中長期的な計画として、令和2年三重県議会定例会2月定例月会議に議案として提出

する予定です。

10月9日

11月中旬

12月 10日

2月中旬

三軍県議会戦略企画雇用経済常任委員会(中間案)

第3回三重県新エネノレギーピジョン推進会議(最終案)

三重県議会戦略企間雇用経済常任委員会(最終案)

三重県議会へ議案提出(三重県新エネルギ}ビジョン)

{参考1]令和元年度第2回三重県新エネノレギーピジョン推進会議における委員の主な意見

0ビジョンの記載事項は県民との約束であることを意識して改定に取り組むこと。

0県からの理念に対するメッセージが次世代の子供たちにも伝わるよう工夫をすること。

Oエネノレギーの導入促進だけでほなく、派生需要として広く産業振興やまちづくりにつ

ながることを踏まえて検討すること。

O太陽光パネルには重金属が含まれており、 20年後に大量処分する必要が生じた際の対

策について記述することを検討すること。

OFITの買取期間 (20年間)終了後の太陽光パネノレ大量廃棄問題は、パネルのリユ}

ス・リプレイス事業などの新たな産業育成につながることを将来像等に加えるよう検

討すること。

OFIT制度の見直しゃ地域のバイオマス資源不足問題など、もう少し踏み込んで記述

することを検討するごと。

0林業再生の観点から考えると、再生可能エネノレギーの導入は森林破壊が懸念されるこ

とから、課題として記述することを検討すること。

0家庭でのエネノレギ}使用量を少なくする省エネの取組は必要だが、併せて、もともとエ

ネノレギ}消費量が少なくてすむ rZEHJの普及が重要である。

0環境教育などによる人材育成を手厚くすることが省エネにつながると考えられるため、

ピジョンを県民に理解してもらえるような人材育成について検討すること。

ザ Oエネノレギ}の自家消費や自律分散型電源に関する蓄電池の重要性を踏まえながら、地

域における小さなコミュニティーでの太陽光発電や蓄電池の促進についての記述を検

討すること。

0大規模な太陽光発電をFITから外すことにより、導入が失速することを見据えて検

討すること。

【参考2]エネノレギ}政策基本法

(国の責務)

第五条 留は、第二条から前条までに定めるエネノレギーの需給に関する施策についての基

本方針(以下「基本方針という。J)にのっとり、エネルギーの需給に関する施策を総合的

に策定し、及び実施する責務を有する。

(地方公共団体の責務)

第六条地方公共団体は、基本方針にのっとり、エネルギーの需給に関し、国の施策に準じ

て施策を講ずるとともに、その区域の実情に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有

する。
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三重県内のエネルギー導入実績と次期中期目標の設定

実績 中期目標 次期中期宮標 長期目標
進捗率

新エネノレギーの種類 平成 27年度 平成 30年度 令和元年度 令和元年度 令和 5年度 令和 12年度
(A/B) 

(2014年度) (2018年度) (2019年度) (A) (2019年度) (B) (2023年度) (2030年度)

①ー太陽光発電
64.6万kW 150.3万kW * 168.4万kW 103.3万kW 205.6万kW 219.3万kW

(18.9万kL) (44.0万日..) (49.3万kL) (30.3万kL)
163.0% 

(60.2万kL) (64.2万kL)

②太陽熱利用 0.2万kL 0.2万kL 0.2万kL 0.3万kL 66.7% 0.4万kL 0.7万kL

③風力発電
7.3万kW 18.1万kW 18.1万kW 18.1万 kW 22.0万kW 28.8万kW

(3.3万kL) (8.1万kL) (8.1万 kL)
100.0% 

(13.0万民J)(8.1万kL) (9.9万匹J)

④バイオマス発電
7.3万 kW 11.4万 kW 11.5万 kW 12.1万kW 11.9万kW 12.8万kW

(11.5万 泣J) (18.0万kL) (18.1万kL)" (エ9.0万kL)
95.0% 

(18.8万kL) (20.2万kL)

⑤バイオマス熱利用 5.5万 kL 5.1万kL 5.2万kL 6.7万kL 77.6% 7.0万kL 10.2万kL

c.o 
⑤中小水力発電

0.59万kW 0.66万kW 0.66万kW 0.64万kW
103.1 % 

0.67万kW 0.71万]玉W

(0.8万kL) (0.9万kL) (0.9万 kL) (0.9万kL) (0.9万kL) (1.0万国J)

⑦コージェネレーション
44.3万kW 44.5万kW ※44.8万kW 46.6万kW 46.5万 kW 49.4万kW

(23.5，万kL) (23.6万kL) (23.7万比) (24.7万kL)
96.1 % 

(24;6万kL) 包6.2万kL)

0.2万 kW 0.3万kW 0.4万kW 0.6万kW 2.0万kW 4.8万kW
③燃料電池ー

(0.1万 証J) (0.2万泣J) (0.2万kL) (0.3万kL)
66.7% 

(1.0万kL) (2.5万kL)

⑨次世代自動車
9.4万台 15.5万台 ※，17.4万台 15.，7万台

110.8% 
23.6万台 34.5万台

(3.4万kL) (5.7万足J) (6.4万kL) (5.7万比) (8.6万kL) (12.6万位J)

⑮ ヒートポンプ
9.8万台 12.4万台 13.4万台 10.9万台 13.7万台 14.3万台

122.9% 
(3.7万kL) (4.7万比) (5.1万kL) (4.1万kL) (5.2万民J) (5.4万kL)'

.従来型一次エネルギーの

削減量合計 70.9万kL nO.5万kL 117.2万kL 100.2万kL 136.7万kL 155.9万kL

(上段:原油換算) 38.4万世帯 59.9万世帯
117.0弘

74.2万世帯 84.5万世帯63.5万世帯 54.3万世帯

(下段:世帯数換算)

(注)実績とは、前年度 3月末の集計値を示す。
*は平成 30年 12月時点の集計値、※は平成 29年度集計値を元に算定した見込値。
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三重猿新エネルギービジョン〔中間菜)の級妥

「計画期間:平成28.(2016)年度から令和 12(2030)年度まで

はじめに 1 改定の趣旨

2 計画の性格

3 計廼期間

0エネルギ}をめぐる環境変化をふまえ、長期目標に向けた次期中期目標、取組方向を定める。

O県民、行政、事業者等の共通指針 。県総合計画「みえ県民カピジョンJの個別計画

(1 )長期計蘭 2016年度から 2凶 0年度まで (2)中期計画 2020年度から 2023年度まで

第1主主 エネルギーをめぐる現状と課題

1 園のエネ料¥をめぐる状況 (2019年度時点)

(1)東日本大震災後のエネルギー需給動向

(2)第5次エネルギー基本計画

0:r;l:/l4'ぺ79スの据え置き ω030年度の再生エネ

構成型こ些登)

(3)再生可能エネJl.:f一回定価格買取制度の見直し

(4)新たな混室効果ガス削減目標の設定

02030年度初13年度比で 26%削減

(5)電力システム改革の動き

0広域連携、電力小売全面白由化、発送電分離

(6)ガスシステム改革の勤き

Oftス小完全面自由化、大手3社導管部門分離

(7) SDGsへの対応、 Society5.0の取組

01oT、A1等を活用した VPP、P2P電力取引

2 三重果のエネルギーをめぐる現状と課題

(1)三重県の主ネルギー消愛の状況

0産業部門が全体の 67%(全国平均49%)

(2)三重県のエネルギーの需給状況

0発電量は消費電カの1.47倍。

(3)三重県のエネルギー供給施設

0火カ発電 648万kW、存エネ 226万kW

(4)三重県の自然特性と再生可能エネJl.4'-の導入

O日照時間 2，181待問(全国平均 2，004時間)

O風況の良町、地域 1，800knl (県土の 3分の 1)

O森林面積 3，700ぽ(県土の 3分の 2)

(5)想定される南海トラフ地震の発生と自立分

散型電源の確保

O再生可能幼時ーーの導入や欝電池の配備等

(6)地方創生及び人口減少対策

(7)環境・エネルギ一関連産業の状況

(8)次世代の地域エネルギー等の活用

(9)産学官連携によるビジョンの具現化に隠す

る取組

(10)地球温暖化に関する県民冒事業者の意識

O新エネ及v:省エネ導入への意識は高い。

Ir一一一一一一一
第2章茎本理念、将来像、基本方針及び長期呂標

I~ 基本理念エM 一回イ山政と協愈jによるみえの地域エネjレギーカの向上

「みえの地域エネルギ}カ」とは、県民、地域団体、事業者、大学、行政などの

多様な主体が、ライ77/;イルや事業活動におけるエネルギーの使い方と意識を変革しな

がら、エネルギ}の地産地消、環境・エネルギー関連産業の振興、エネルギー関連

技術を生かした地域づくり、省エネの推漣を協:ti日の考え方で進めていくカのこと。

2 将来像

.(1)新エネルギーの導入が進んだ社会

0県民、事業者の意識の高まり O災害待にも自立分散型電源が確保

(2)環境に配慮し効果的なエネルギー剥尽が進んだ社会

0ライフスタイルと事業活動の変革によるエネルギーの効果的な利用

(3)環境・エネルギー関連産業の振興による元気な社会

0事業者、大学等の研究開発。水素、/，'イオY77イナト等による地域経済活性化

3 基本方針

(1)新エネルギーの導入促進

0環境負荷の少ない安全で安心な新エネルギーの導入を進める。

(2)家庭・事業所における省ヱネ・ 2事務的なエネルギー高度'fIj用の推進

O家庭、事業者への省エネ、高効率設備の導入を進める。

(3)創エネ..蓄エネ・省エネ技術を活用したまちづくりの推進

0地域課題解決に向け地域主体のエネルギ}に関するまちづくりを進める。

(4)環境 B エネルギー関連産業の育成と集積

0人材育成、研究開発、販路拡大、設備投資、立地を進める。

(5)次世代の地減エネルギ一等の活用推進

0水素エネルギーやパイオPファイナリ}などの活用を進める。

j4 長期目標:令和 12(2削年度までに、一般家庭で消費されるエネルギーの j

i 約 84.5万世帯に相当する「新エネルギー」を県内に導入 1 
L白回目-----ーー【ー-ーー回目ーーー自由偏向司自由-------ーー司自国------ーーーー同情---_.

(1)考え方:これまでの県内の導入実績と今後の導入見込みをふまえつつ、国の

導入見通しによる三重県の導入想定推計値を優先的な罵擦として設定。

(2) r新エネルギーJの種類

0新エネルギー ①太陽光発電②太穏熱利用 ③尽力発電④バイオマス発電

⑤バイオマス熱利用 ⑥中小水力発電

0]革新的高度利用技術〈エネルギーの需要を減らした分を地域で発電し1とものとみなす〉

②コージェネレーション〈燃料電池除く〉 ⑤燃料電池(工事フ7ーム〉

③次世代自効率〈町、 FCV等) ⑪ヒートポンプ(口七ート〉

障4章 計商の推進 県、吋i点、事業者、地域団体等のステークホルダ-(関係者)が鮒の考え方のもとで取組を進め、断的に改善を例。 J

バ計画期照:令和2 (2020)年度から令和5 (2023)年度まで ト
第 3:'雲 中期目標及び取組方向

;中期目標:令和5ω023)年度までに、一般家庭で消費されるエネルギーの i 
i 約 74.2万世帯!こ相当する「新エネルギー」を果内に導入 ; 
L_________包ーーー-.----ーー問問ーーーーーー由明ーーー一ー目白日ーーーーーーーーーーーーーーーー-_.

取怨方向 1 : 新エネルギーの導入促進

(1)新エネルギ句の導入支援(太陽光発電司適五導入の推進や自家消費型の導入促進、太揚

熱利用=中関係団体等と連携した普及促進、木賞バイオマス発電司;燃料安定支援、パイオ

ーマス索刷用=争関係団体等と連携した普及促進、中小水力発電=争地産地消以テム支援)

(2)公共施設への新エネルギー率先導入(県施設への太陽光発電導入等)

;肩肩説i雇五孟函司h五王宇自証ιL『一づ信:弓:

j目標値:74九4.2万世帯(伶令和 5年度船) :1 女塾盆主2去三集釦主U古が宝図られた新エ坊キ桝附W守世進 i 
il 女盆笠笠翠の支援(テ'-~，，'_;\f包) i 

取組方向2: 家庭傷事業所における省エネ・革新的なエネルギー高度剥用の推進

(1)家庭への省エネ a節電の普及啓発及びエネルギー効率の高い設備等の導入促進

(2)事業者への工事的~効率の高い設備等の導入促進(省エヰ設備・コサタェネ等の導入促進)

ωエネルキ~マトグルトシステムの導入促進による省エネの推進 (HEMS，BE郎等の導入促進)

(4)ネット=ゼロ・エネルギー・巴ル〔ハウス)化の促進

(5)次被代自動車の導入促進(笛の支援策の活用、 EVを活用した低炭素なまちづくり)

;両首ぶ逼語逗説ZL五二極主婦ぷ云i頑返品一 iI注力する取組 i 
j冒標値:囲牛(令和5年度フ i I 女皇室澄廷の推進 ; 

; I 会省エネプラットフォーム!

取組方向 3: 創エネ・筈エネ・省エネ技術を活用したまちづくりの推進

(1)地滋課題解決に向けた地域主体のまちづくりの支援

ω防災まちづくりの推進(太揚光発電と蓄電池等による自立分散型電源の設置)

ω継続可能な仕組みの検討(多面的機能を有する地域の取組が継続すQ仕飽み)

!自標項目:まちづくりへの支援件数(累計) !I注力する取組 i 
:目標彼:固ftf.(令和5年度) il 北幼時~地産地消のまちづ〈り末援 i 

:1 大Society5.0で実現する社会 | 

取綴方向 4: 環境 E エネルギ一関連産業の育成と集積

(1)ネットワークづくり E 人材の育成(ネットワークの拡大、高等教育機演との連携)

(2)研究開発の促進(技術支援、専F門号家派遣等)

(ωω販路拡大.市2壊曇拡大箇設備投資及び立地の促進(主技支術交流会等lに乙よる販路拡大等)

員逼遍-面Eι--盃逼EZi瓦i記証元石持l盃長l}瓦語長這t長品}詰石F}7了γ-一一…-一一-一寸-
:問臣開楳概4依骨軍酢: 即ヰ特令和制5昨年特欄度即) H 女城環醐境.エネ紗Jルレギ←一関髄遠技術支援 ! 

取組方向 5 : 次世代の地域エネルギ一等の活用推進

(1)バイオリファイナリーの推進(研究開発支援)

(2)次世代の地域エネルギ一等の活用にかかる情報収集、普及啓発等・

値 田 村 i 年~~f!ii~O)~:__________! 1女バイオ977川一関連7ロV"，H!??:福一?????二:注一組 ! 



¥ 
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(4) rみえデータサイエンス推進構想(仮称)Jについて

1 背景

世界の産業の主戦場は、ピッグデータを取得して IuTやAIと組み合わせ、

市場を獲得していくような領域にシフトしており、本県においても、

rSociety5.0Jの到来を見据え、今後の世界経済やイノベーションを支える「エ

ンジンjとなる「データJの利活用について戦略的に取り組む必要があります。

世の中に存在する膨大なデータからは、データサイエンスにより、これまで

気づかれていなかった新たな事実や価値を見出すことが可能であり、そうし

た発見を新しいサービスの提供や新事業の展開、地域課題の解決に結び付け

ていくことにより、より豊かで住みやすい地域社会の実現を目指すことがで

きますが、その一方、データを活用できる人材の不足という問題も生じていま

す。

こうした状況のもと、データサイエンスによる新産業の創出や地域課題解

決、データ利活用人材の育成・流入・集積を本県の今後の取組課題として、「み

えデータサイエンス推進構想(仮称)Jを策定することとします。

2.取組方針

本構想においては、以下の 3項目を柱とし、市町や企業にもデータ活用の取

組を促すことで、三重県における Society5.0の実現に向けて様々な分野でプ

ロジェクトが展開されるよう取組を進めます。

なお、本構想については、外部有識者で構成する会議を設置し、検討・策定

することとします。

①産学官連携による取組推進体制の確立

②産学官プラットフォームを基盤とする事業展開

③人材育成・確保

3圃構想策定のスケジュール

令和元年 8月 骨子案策定

9月 3日 第1回有識者会議開催

(現状認、識、課題、取組方向について議論)

9月'"'-'10月 中間案策定

11月 第2固有識者会議開催

(具体的な取組について議論)

12月 最終案策定

第3回有識者会議開催

(最終とりまとめ)

決定・施行

13 



-第 1回有識者.会議における主な意見

【プラットフオーム】

0 プラットブオ}ムには、企業のほか、市民団体や個人(草の根)が関わっ

ていける仕組みづくりが重要。

0 取組を県民に周知するために、 PR戦略、プランディングなどが必要。

【プロジェクト】

0 プロジェクトが三重県の実情に合ったものか、地域課題の解決に関係し

ているか。地域の特色を生かすためには、地域の現状分析が必要。

0 地域課題を発掘し、その解決のためのプロジェクトをアジャイノレ方式で

実施していくのがよい。

0 デ」タを活用したプロジェクトが自走していけるかアセスメントする仕

組みが必要。

O スマ}トシティとスタートアップは、同じ文脈で考えられる。スタ}ト

アップを支援しながら、一緒に取り組んでいくことも考えられる。

0 国等が実施している研究開発型ベンチャー育成制度をうまく活用し、そ

の成果を市町も含めて行政が優先調達する仕組みを設けることで、-ベンチ

ャーが集まってくる仕掛けもキーとなるのではないか。

【人材育成】

O デ}タサイエンスにおける人材育成では、デ}タアナリシス、データエ

fンジニアリング、価値創造が軸になる。

0 他分野が専門でプログラミングもできる人材として“ブリッジ人材"の

育成を考えてもよい。

0 地方にも優秀なプログラマ}がいるはずだが埋もれているので、プログ

ラミングコンテスト等で見える化すれば、注目度が上がる。

14 1 



γ 竺副え号ータサイ工をえ推進橋忠:晴an--骨子刈(劃h 色合|

...... 
U官

耳元〆;:;;，ち克己石，自ら~，b亨手rττ~;r.:氷点 l

ふ現状と謀…c)，;""，J

。世界め崖業ぬ主戦場Iまえピヤグデータを取得fじ走107やAIと組み合
山わせ、:市場を獲得してhくおな領域にシフト与てし1る;

。ョヲータの分析と加工を駆使LでJビッグデータの占中の有意性のあ:
九るヂータを有機的に結合する三とによりよ単体のデータだけでは見

出せなかった新たな事象"価値を発見すeるデータサイ工ンスの重要

性が増じているに

0 ヂータサイエシティストに対する需要は高まっているが、我が国に

おItる本格的な入材育成は始まったばかりで、絶対数としては不足

しており、他“国に大きく後れを取っている状況である。

。÷方、県内の中小企業等におけるICTjloTの導入活用は進んで

おらずょしたがって、有馬なデータの収集J活扇も進んでいない状況

である。ー

のこのような状況ので日~pci~ty5.0.Jの到来を昆据え、本県においで
も戦略的な取り組みを進めていく必要があることがら、:県内中小企

業等におけるおTjloTの導ぷ活用を促進じつつ、ヂータサイエンス

の推進、データサイエンティスト等データ活用人材の育成に取り組
み、もって地域課題の解決や新産業の創出につなげてして必要があ

る。

ft瓦逗命誤認謀議1;這'ft'~]
or三重県ICTによる産業活性化推進方針J

ICT、IoT、AI等はデータ収集・分析の重要なツールであることから、

同方針を本構想に統合し、それらの導入、活用の促進を一体的な

取組として進めます。
or三重県loT推進ラボj

ICT，IoT等の導入、活用促進の取組を進めるにあたっては、同ラ

ボの事業を活用し、これを中心に取組を進めます。

二自主財J会議:-~i:::::;;J
1-1.ラミータ活用!こより社会環境が尚よい一生活じやすL，、社会: 八

次代を担う若者、現代を支える社会太の双方方立oT~.'データ:活用にかかtる
学習の機会に恵まれL有能な木材が数多く誕生。:産業振興や地域課題解決
ピ貢献。 τ ~ 白-， し '"'01"心7九γ三$

こ2札(九L叶iに手より札、これまでになしい"ピジネメ"サ一官3スKの創出や地域課題ゐ解決lに己
つなげよラとする取り組みが県県T内で活発化ιι;メぷλ;;:口減3少FややP高齢北が進むE中甘で
ぢ、:主iよより豊がで利便性の高いいb生活葉境が案現現

2.様々な分野[二おけるイノペーシ言ンを支える企業、ム材が集積する

三重墨 二

Iotゃデータの活用t:Cおける活動フィーノレドとして魅力的示三重県が創生さ
れ、国内外のそうした分野の関連企業や人材が、活躍の場Jとし了て三重県を選
択。企業、人材の集積・交流が進み、県丙の様々な分野でイノベーションを誘

U 発己

ヨ ;取組方針“い

1.推進体制・基盤の構築

ICT/loTの導入、1活用並びにず二ダ活用を推進するためi産学官連携

による協議会を設立し、デーグ活用ブヲットホームの構築を目指すー:プラッ
トホームの運営には、既存の「三重県:IuT推進ラボ」の恥組も活用する。

2 ~ :fロジェクトの創出 a推進
上記プ。ラットホームを活用じて、データ活用フ。ロジェクトの創出・推進を

図る。県内におけるデータ活用の取組が広がるよう、当該プラットホームは、
庁外iこも活用の門戸を広げる。

3 人材育成事業の実施

ICT/loTに関する研修、セミナー、ワークショッフ。等を実施するとともに、

データ活用について、産学官連携によるリカレント教育、手(ンターンシタフ。

や企業内教育機関の誘致等に取り組む。



圃圃圃 ~=r.-.+t" 盟盟盟控室誼盟n盟主軍国

-晶
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みえデータサイエンス推進協議会(仮称)

'事務局

(雇用経済部)

データ活用プラットホーム
(有識者会議メンバーを想定) < ICTj IoT5:舌用>

三重県IoT推進ラボ

庁内外におけるデータ活用プロジェクトの創出に向け、協力要詰が
あった案件に対し、活用デー夕、取組方向等について助言

-庁内活用事業への助言
・市町、事業者のデータ活用事業への助言 J 

.データ活用事業に関する個別相談の実施

IT人材育成

WG  

1 00プロジェクト

回空襲芝掠瞬静4

IoTを活用し
た点検アシス

ト検討WG

00プロジェクト 1 

課題解決策の検討支援、連携によるデータ活用プロジェクトの具体化・
推進

・課題解決策等を検討するためのワーキンググループ設置
・ワーキンググノレ}ブρの形成に資する協議会構成企業とのマッチング

・プロジェクト・コンソ}シアム形成、体制強化に資する協議会構成企業

とのマッチング

l綿貫主思想卑語i
I Iデータ活用人材の発掘育成を図るとともに、企業等とのザ川

よりデータ活用人材の活躍の場を確保

.:Jカレント教育のカリキュラム検討、インターンシップoの実施

・アイデアソシ等のイベントを通じた人材の発掘企業とのマッチング



みえデータサイエンス推進構想(仮称) 有識者会議構成メンバー

(五十音順)

高等教育機関 国立大学法人滋賀大学
槙田直木

データサイエシス学部データサイエンス学科 教授

国立大学法人東京大学大学院情報学環副学環長・教授 越塚登

国立大学法人東京大学

空間情報科学研究センター・特任講師 瀬戸寿一

地域未来社会連携研究機構・参画教員

独立行政法人国立高等噂門学校機構
江崎修央

鳥羽商船高等専門学校校長補佐制御情報工学科教授

国立大学法人三重大学副学長 鶴岡信治

民間企業 株式会社小松製作所専務執行役員CTO 岩本祐一

株式会社三十三総研総務部長兼調査部主席研究員 先補宏紀

サンディスク株式会社代表取締役社長 小池淳義

シスコシステムズ合同会社
福田秀幸

東海北陸システムズエンジニアリングSEマネージャー

西日本電信電話株式会社
中津隆

三重支庖ビジネス営業部三重営業部門長

株式会社日本総合研究所プリンシパノレ 東博暢

日本トランスシティ株式会社情報システム部長 児玉卓日

I株式会社FIXER 代表取締役社長 松岡清一

株式会社三重電子計算センター執行役員
錦織康之

公共ビジネス事業本部副本部長兼 BPO統括部長
-主

DMG森精機株式会社専務執行役員
川島昭彦

兼ピ}・ユー・ジーDMG森精機株式会社代表取締役社長

ヤフー株式会社

テクノロジーグルーフ。データ統括本部事業開発本部 竹田玉樹

事業開発室/データコラボレーション戦略室 室長
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(5) 中小企業 M 小規模企業の振興について

中小企業・小規模企業は、本県経済を牽引し、地域社会の持続的な形成

及び維持に寄与しています。こうした重要性の認識のもと、平成26年4月

に施行した「三重県中小企業・小規模企業振興条例(以下、「条例j とい

う。)Jに基づき、三重県版経営向上計画の認定や人材育成・確保、事業承

継への支援など、県内中小企業・小規模企業の振興に取り組んでいます。

条例の施行から 5年が経過し、また、企業を取り巻く経済・社会の構造

変化などをふまえ、これまでの支援施策の効果を検証しましたので、その

状況及び今後の取組方向について報告じます。

1 現状

( 1 )条例の理念・特徴

条例の基本理念として、①中小企業・小規模企業の主体的な努力を促進

すること、②地域社会の維持・形成に寄与している役割の重要性を鑑みる

こと、③小規模企業に対してきめ細かく支援すること、@関係機関、大企

業、県民と連携・協力することを規定しています。

また、条例の特徴は、①国に先駆けた「小規模企業支援j の明確化、

②「みえ中小企業・小規模企業振興推進協議会j の県内 5地域への設置、

③「三重県版経営向上計画j認定制度及び「三重のおもてなし経営企業J

の創設、④人材育成・確保、資金供給、創業及び第二創業、事業承継、販

路開拓、海外展開に関する施策など具体的施策の明示にあります。

(2)中小企業・小規模企業を取り巻く状況

条例施行時から 5年間における本県の経済情勢は、表 1のとおり生産

や雇用、消費等の指標において堅調な値を示しているものの、労働力不

足や事業承継の課題が顕在化している状況にあります。

【表 1】主な経済指標の推移(三重県)

No. 

l 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

経済指標 単位 H26 H27 H28 H29 H30 傾向

中小企業数 者 54，826 51，486 減少

従業者総数 人 428，825 410，350 減少

県内総生産(名目) 兆円 7.89 7.95 8. 22 8.30 増加

鉱工業生産指数(季調) 日27=100 103. L 100. 0 105.1 107. 3 110.8 増加

百貨盾・ス}パ}販売 百万円 266，640 267，047 260，435 257，588 259，332 横ばい

有効求人倍率(季調) 倍 1. 21 1. 30 1. 42 1. 60 1. 71 増加

消費者物価指数(津市) H27=100 99.2 100. 0 99. 7 100. 0 101. 2 横ばい

企業倒産 件 91 86 76 100 67 横ばい

企業休廃業、解散 件 433 439 441 613 585 増加

経営者の平均年齢 歳 57.9 58.0 58.1 58.3 58.5 増加。

推計人口 (10月1日) 人 1，820，491 1，815，865 1，807，611 1，798，886 1， 790， 376 減少

(出典)No.l，2 (中小企業白書)、 No.3~8 ， 11 (三重県統計課 f三重県内経済情勢J)、No.9(東京商工リサ}チ

r2018年三重県『休廃業・解散企業』動向調査J、No.10(帝国デ}タパンク「全国社長年齢分析J)
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( 3)条例に基づく施策の実施状況

条例に基づき実施した主な事業及び成果は表 2のとおり、「みえ県民

カピジョシ・第二次行動計画Jに基づく事業の成果は表 3のとおりです。

【表 2】条例に基づく主な事業・成果

条 主な事業 主な成果(平成 26"""'30年度実績)

県内食業のものづくり基盤技術の高度化等を図るため、 「中

設備投資 小企業高付加価値化投資促進補助金」を交付し (3億 9，762万

円)、投資額 91億 6，218万円の誘発効果。

ものづくり
共同研究・

コ重県工業研究所との共同研究(117件)、技術支援 (196件)、

産業支援
技術支援等

依頼試験(28，647件)、機器開放(11，438件)の実施により、企

(第 13条) 業が抱える技術的課題への支援実施。

「三重県 10 T推進ラボ」の取組により、企業課題の解決を

、 ICTの活用 目的としたワ}キンググノレ}プ(6グノレ}プ設置)やワ}クシ

ヨツプ開催等による ICT利活用人材育成等を実施。

複合的な機能を備えた集客・交流施設の整備に係る設備投資

設備投資
を促進するため、 「中小企業高付加価値化投資促進補助金j

サ}ピス産 を交付し (2，006万円)¥投資額 37億 2，388万円の誘発効

業、伝統・ 果。(平成 27"""'30年度実績)

地場産業、 まちづくり
商店街における課題解決に向けた専門家派遣の他、マップ作

まちづくり 活性化
成やイベント開催に対して「商j吉街等活性化支援事業費補助

金Jを交付 (7件)0 (平成 26""28年度実績)
活性化支援

デザイナ}等との連携による商品開発・改良から流通までの
(第 14条) 伝統産業・ 一貫したプランディング支援 (12件)や、 「伝統産業 地場産

地場産業 業新たな魅力創出事業費補助金J交付等による後継者確保と

技術の伝承・向上の取組支援。

三重県よろず
」自4業から資金繰り、売上拡大等、あらゆる相談の最初の受け

小規模企業
支援拠点

皿として経営支援を実施(相談者数日~ 159人)。平成 29年度

支援 から、桑名と松阪にサテライトを設置。

(第 15条) 商工会、商ヱ会 経営指導員に準じて経営支援を行う経営支援員を平成 28年度

議所 に創設し(平成 30年度末:73人)、支援機能・体制を強化。

三震県版
三重県版経営

企業が抱える販路拡大や新高品開発等の経営課題の解決に取

経営向上計画
向上計画

り組む経営向上計画を 5年間で 1，637件認定し、専門家派遣

(第四条) (661間)や低利融資、補助金交付等の支援。

戦略産業雇用創
自動車関連産業及び航空宇宙関連産業を対象に元人材の育

造プロジェクト
成・確保と技術の高度化支援を一体的に推進し、雇用創出数.

2，904人の効果。(平成 28"""'30年度実績)

地域活性化雇用 観光、 「食J関連産業、情報関連産業を対象に、人材の育

人材育成・
創造プロジェク 成・確保と生産性の向上、職場環境の整備等を一体的に推進

確保
ト し、麗用創出数 733人の効果。(平成 28"""'30年度実績)

(第 17条) 障がい者雇用の
「障がい者雇用推進プランJに基づく官民一体の取組やステップ園 7')

7
0

jJ7:r.(Cotti莱)の活用等により、障がい者実雇用率は、1.60% 
推進 r 

(平成 25年，全国 47位)から 2.20%(平成 30年， 19位)へ改善。

働き方改革の推
「みえの働き方改革推進企業Jへの登録促進やセミナ}開催、

専門家派遣等の取組により、ワーク・ライフ・バランス取組企
進

業は、 43.9%(平成 27年度)から 68.3%(平成 30年度)へ増加。
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資金供給の 中小企業・小規模企業の振興と経営の安定を国るため、事業

円滑化
三重県中小企業

者のニーズに応じた融資制度を運用。創業・再挑戦アシスト

(第四条)
融資制度

資金は 178件(平成 26年度)から 361件(平成 30年度)へ増加。

海外ネットワ}クとの交流や金融支援、人材育成等の仕組みを構

グローパノレ・ス 築するため、 rMIEグロ}パノレ・スタ}トアップ・サボ}トプログラムJ・

創業・第二 タ}トアップ を策定し、カフェの開催(194人参加)や現地調査にかかる補助金

創業の促進 の交付 (5 社)等による支援を実施。(平成 28~30 年度実績)

(第四条) みえ地域コミュニティ応援フアンド助成金を交付(178件)

創業・第二創業 し、地域課題の解決や地域資源、を活用したピジネスの創出を

支援。(平成 26~29 年度実績)

事業承継へ
平成 29年 8月に三重県事業承継ネットワ}クを組成し、三重

の支援
三重県事業承継 県事業承継支援方針に基づく事業承継診断の実施(平成 29~

(第 20条)
ネットワーク 30年度:4，256件)や事業引継ぎ支援センター(平成 26年 6月

設置)等と連携した後継者確保等の支援を実施。

「三重テラス」における県産品の販売(常時 1，500点)や圏内

販路拡大 外の大型小売j苫等での三重県フェアの開催(圏内 59問、海外

21阻)等による販路拡大。

伊勢志摩
三重県産の食材や食文化が注目され、料理人の活躍や県内金

業の食に関する先端技術の紹介等を通じて、 「みえの食Jの
サミット

認知度が大きく向上。

お伊勢さん
三重県の魅力発信や県内菓子職人の技能向上、県内高校・専

門学校との連携による工芸菓子の作成、県産品を活用した新
販路拡大、 菓子博 2017

商品開発など、次代を担う人材育成に向けた取組を支援。

海外展開支 県産食材を活用した特徴ある優れた産品を「みえセレクショ

援
みえセレクショ

ンj として選定し、販路拡大を支援。
ンの選定

(第 21条) (平成 30年度末:142品目 (97事業者)選定)

三重県農林水産， 国際食品見本市への出展(タイ・台湾)及び海外に商流を持つ

物・食品輸出偲 パイヤ}を招聴した商談会の開催等による「みえの食Jの販

進協議会 路拡大。(平成 30年度末:104団体加入)

企業の海外展開に係る相談対応の「三重県国際展開支援窓

海外展開支援 口」の設置や経済交流ミッション聞の派遣等を実施。

(平成 29"""'30年度相談対応実績:1，041件)

みえリ}ディン
平成 26年度から 29年度に「みえリ}ディング瀧業展j を開

グ産業展
催じ、県内企業等の製品や技術を一堂に展示し、ビジネスマ

ッチシグを支援。(延べ 19，489人参加)

三重のおもてな
「社員・地域・顧客Jを大切にする企業を「三重のおもてな

し経営企業選j として 22社を顕彰し、その優れた経営モデル2

情報の提供
し経営企業選

を情報発信。

及び顕彰
三重グッドデザ

長い間培われてきた技術や技法を用いて製造されたデザイン

(第 22条)
イン(工芸品

技法の優れた商品を「三重グッドデザイン」として顕彰し、

等)選定制度
伝統産業・地場産業の魅力を情報発信。

(平成 30年度末:36品目 (28事業者)選定)
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【表 3】rみえ県民カビジョン・第二次行動計画Jに基づく事業の成果

数値目標

施策 30年度 30年度 目標達
目標項目

自標値 実績値 成状況
進展度

中小企業・小 県内中小企業・小規模企業

321 規模企業の振 のうち、収益等が向上また 67.5出 60.4出 0.89 B 

興 は維持した企業の割合

ものづくり・ ものづくり中小企業におけ 11，183 11，628 

322 成長産業の振 る、従業者 1人あたりの付 千円 千円 L 00 B 

興 加価値額 (28年) (28年)

「食Jの産業
県内における飲食料品の製 6， 726 7，170 

323 造品出荷額および販売額の 億円 億円 1. 00 A 
振興

合計 (28年) (28年)

国際展開の推 、海外の政府・自治体等との
331 

連携取組件数(累計)進
90件 114件 1~. 00 A 

三重の戦略的 コ重が魅力ある地域である
60.5出 63.0出333 1. 00 B 

な営業活動 と感じる人の割合 、

次代を担う若 県内新規学卒者等が県内に
75.4出 72.0出 o. 95 B 341 

者の就労支援 就職した割合

多様な働き方 多様な就労形態を導入して
53. 7出 72.6出 1. 00 B 342 

いる県内事業所の割合の推進

※進展度:A (進んだ)、 B (ある程度進んだ)、 c(あまり進まなかった)、 D (進まなかった)

(4 )三重県版経営向上計画の認定企業の経営状況

「三重県版経営向上計画J認定企業の経営状況や計画の進捗状況、意

見等を把握し、認定制度について評価・検証を行うため、認定企業を対

象としたブヌテロ}アップ調査を毎年度実施しています。

認定企業における直近期末とその 1期前を比較した売上高及び営業利

益の状況(表 4) は、各年度の対象企業は異なるものの増加傾向にあり

ます。
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【表 4】三重県版経営向上計画認定企業(ステッブ 1N 3)の経営状況

調査実施年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令手口元年度

(計画認定年度) (平成 26年度) (平成 27年度) (平成 28年度) (平成 29年度)・

売上が向上又は維持し
63.0% 68.2% 66.8% 69.6% 

た企業の割合

営業利益が向上又は
61. 7~も 64.6% 66.0% 66.8% 

維持した企業の割合

回 控ト~， 率 70.0% 67.9% 63.0% 69.2% 

(回答企業数/対象企業数) (112/160) (195/287) (242/384) (261/377) 

(認定企業の声)

O自分たちの課題を見つけ、解決方法を探す機会になったことが有難い。

O認定制度を使うことにより自社の方針や経営計画を見直すことがで

き、大変勉強になりました。

0新しい分野に対する支援が複雑すぎるのと、資金調達面に関して利用

しにくい制度であると思う。

2 課題

( 1 ，) みえ中小企業"小規模企業振興推進協議会における意見

みえ中小企業・小規模企業振興推進協議会を本年 8月から 9月に県内

5地域で開催し、市町、商工団体、金融機関、中小企業支援機関等の構

成団体が出席し、条例に基づく支援施策のあり方や今後の施策展開等に

ついて意見交換を行いました。

①開催状況

・北 勢 地 域 :9月3日(火) 14時30分"'-'16時30分(県四日市庁舎)

・中南勢地域:9月5日(木) 10時"'-'12時(県勤労者福祉会館)

-伊勢志摩地域:8月28日(水) 14時"'-'16時(県伊勢庁舎)

-伊賀地域:'8月27日(火) 10時""'-'12時(県伊賀庁舎)

・東紀州地域:8月22日(木) 10時"'-'12時(県尾鷲庁舎)

②協議内容

・三重県中小企業・小規模企業振興条例施行後の 5年間における取組

状況について(意見交換)同

・各国体における中小企業振興施策の取組状況について(報告)

・今後の支援施策(中小企業の防災・減災対策、キャッシュレス化の

推進、食の人材育成)について(意見交換)

③意見の概要

・三重県版経営向上計画の認定企業への支援策を拡充してほしい。

・事業承継や防災・減災、消費税増税対応など、商工会・商工会議所

が扱う業務が増加している。法定経営指導員の増員など、人員体制

の整備をお願いしたい。

-中小企業支援策は、知られていなければ無いのと同じなので、周知

方法が課題。
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-入手不足については、求人企業と求職者のマヅチングだけでなく、

業務プロセスの改善や多様な人材の登用、社外人材の採用、働き方

改革を含めた多様なアプローチが必要。

・事業承継については、関係機関で連携して課題解決にあたるため、

個人情報の共有の仕組を検討しなければならない。

・事業承継については、金融機関の立場から事業者の本音を聞き出す

ことに苦労している。利害関係のない第三者の方が引き出しやすい

かもしれない。

-軽減税率対応レジやキャッシュレス端末の導入が進んでいないの

で、事業者への周知が課題。

( 2 )支援制度活用アンケート結果の概要

条例に基づき実施する支援策について、支援者目線による活用度調査

や改善提案を募るため、本年 6月から 7月比、商工会・商工会議所の経

営指導員等向けにアンケ}ト調査を実施し、結果概要及び主な意見は、

以下のとおりです。(対象者243人、回答207人、回答率85.2%)

①結果概要

・支援施策の認知度は、三重県版経営向上計画 (100%)、よろず支援

(98%)、事業承継・創業支援 (97%)、県単融資制度 (93%)の)1震に

認知度が高い。他の施策も概ね 8割程度の認知度。

・施策の活用度は、三重県版経営向上計画 (72%)、県単融資制度 (66%)、

よろず支援 (62%)、事業承継・創業支援 (53%)、海外展開支援 (26%)。

②支援策の活用に係る主な意見

・三重県版経営向上計画に関する意見が最も多く、認定企業へのインセ

ンティブ充実を求める意見が多い。次いで、「より事業者の主体性を

引き出すべきj、「認定後のフォロ}が大切Jの順に意見が多い。

-施策の PRを会報やホ}ムページ等で紹介しているが、事業者からの

反応が薄く、分かりやすい広報用のデ}タがあるとよい。ミラサボの

検索システムで全ての施策が検索できるよう情報掲載を求める。

-働き方改革と最低賃金上昇の両方を実現する生産性向上に現実的な

課題を抱える小規模事業者に対して有効な施策を求める。

-条例制定等により中小企業・小規模企業施策は充実したが、その支援

体制が整っておらず、業務過多の状況iになっている。

・現場に近い商工会・商工会議所がしっかり伴走型支援を行い、その補

完を三重県産業支援センタ}が担う形で、役割分担するとよい。

(3 )三重県事業所アンケート調査結果の概要

県内の景気動向判断ミ効果的な施策実施にあたっての基礎資料とする

ため、県内企業4，000社、県外優良企業1，000社を対象にアンケ}ト調査

を実施し、本年度調査結果の概要及び意見は以下のとおりです。

(回答1，459者、回答率29.2%)
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①概要

・経営上の課題は、従業員の確保難 (46.3%)、同業者との競争激化

(31. 5%)、需要の低迷 (25.2%)、設備の老朽・不足 (24.6%)。

-今後重点的に取り組みたい経営戦略は、人材の育成 (49.8%)、新規

顧客・連携先の開拓 (48.0%)、既存市場での競争力確保(21.6%)。

-県内企業が成長を期待している産業は、 1C T . 1 0 T • A 1 (13.6%)、

次世代自動車 (12.7%)、観光分野 (12.2%)。

②自由意見

・企業が災害へ備えることを法律で規定するとともに、要する経費を

補助してほしい。

・単純な労働にはAIをどんどん使い、心が必要な作業を人が行う社

会を作ってほしい。

-労働力不足に陥る中で、働き方改革は現実と異なる。

-補助金に関して、使いたくても使えない零細・中小企業が多いと思

う。必要資料の難解さ、量の多さ、活用できるかどうかの分かりに

くさ、情報の届きにくさについて考慮してほしい。

(4 )企業を取り巻く経済同社会の構造変化

①人口減少

三重県の総人口は平成19年をピークに減少に転じています。中小企

業・小規模企業は、人口減少や生活様式の変化による需要の減少に直

面することに加えて、資金、人材、商品開発力など経営資源の制約か

ら、環境変化の影響を受けやすくなっています。

② rSociety5.0Jなどへの対応

AI、 IoT、ピッグデー夕、ロボット等の革新的な技術の発展に

伴う産業構造や就業構造の転換など、 rSociety 5. OJの実現による超

スマート社会の到来を見据え、これまで以上に柔軟に対応していくこ

とが求められています。

③ I C'Tの活用

'1 CT投資は、企業の業務効率化や売上の拡大による収益率や利益

率の向上に資する要因のーっと言われますが、三重県事業所アンケー

ト調査によると、 ICT・IoT.AI利活用は「関1[;はあるが今の

ところ導入は考えていないj が50.3%、「関心がないj が19.6%を占

め、 ICTの導入・利活用が進んで、いない状況です。
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④グローパル化"インバウンド

国内市場の縮小が予想される中、海外市場の積極的な開拓が重要な

課題である一方、県内の外国人延べ宿泊者数が 30万人規模となるな

ど、インバウンド需要が増加しています。

訪日外国人の旅行消費額の約半分は宿泊・飲食代が占めることか

ら、中小企業・小規模企業の多言語対応やキャッシュレス化による需

要の獲得が課題となっています。

⑤防災調減災対策

近年、園内で自然災害が頻発する中、県内中小企業・小規模企業の

事業継続計画 (BCP)，の策定割合は8.8%と、全国平均 (14.7%) に

比べて低い割合になっています(平成30年 5月:帝国データパンク景

気動向調査)。

中小企業・小規模企業が防災・減災対策に取り組むことは、被災時

の被害低減だけでなく、平時の業務の平準化や効率化を進めるきっか

けにもつながることから、これを推進していく必要があります。

⑥働き方改革

本年4月から「働き方改革関連法Jが施行され、中小企業・小規模

企業は、長時間労働の是正、多様で柔軟な働き方改革、麗用形態に関

わらない公正な待遇の確保等の対応が求められています。

また、従業員の健康保持・増進に取り組む「健康経営Jは、従業員

の活力向上や生産性向上等につながることが期待されます。

3 今後の取組方向

平成26年4月に条例が施行された後、県内の経済情勢は改善傾向にあ

り、支援を受けた事業者では売上や利益の増加を実現するなど、条例に

基づく施策は実を結びつつあります。

一方で、中小企業・小規模企業を取り巻く環境は、人口減少に伴う需

要減や労働力不足、後継者の確保難に加えて自然災害の頻発など、中小

企業・小規模企業は新たな課題への対応に迫られています。また、「みえ

県民力ビジョン・第二次行動計画」の目標値を達成していない項目もあ

るなど、景気回復の実感が伴っていない状況です。

こうしたニとから、中小企業・小規模企業は目前の利益を追求するば

かりでなく、企業活動が社会に与える影響をふまえ、社会構造の変化や

自然災害等で事業が中断されずに持続的に発展できるよう、三重県経済

を強じんで多様な産業構造にしていく支援施策の拡充が求められていま

す。

そのため、 ICTを活用した生産性の向上や円滑な事業承継、健康経

営の視点を加えた働き方改革の推進、新しい視点:や発想を取り入れた新

事業(スタートアップ)の創出、防災・減災対策による事業継続カの強

化などに注力していく必要があります。
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①生産性の向上

人口減少や生活様式の変化による需要の減少や国内外との競争激化

が進む中、中小企業・小規模企業が継続的に売主や利益を伸ばすため

には、 rジョンに基づいた経営を行うことが重要であることから、三

霊県版経営向上計画の策定による経営力の向上とともに、需要開拓に

向けた ICTの活用による生産性向上、強みを生かした新商品・新サ

ービスの開発等を支援します。

②事業承継の円滑化

概ね10年先を見据えつつ令和 3年度までの 5年間を集中取組期間と

して策定した「三重県事業承継支援方針Jに基づき事業承継支援に取

り組んで、おり、引き続き三重県事業承継ネットワークと連携して、早

期・計画的な事業承継の準備、円滑な事業承継の実施、後継者による

経営革新の促進など、政策パッケージに基づき総合的・集中的に支援

します。

③人材の育成・確保

生産、年齢人口の減少により、深刻な労働力不足に直面しているこ

とから、女性・障がい者・外国人等といった多様で新たな人材がその

能力を発揮できる環境を整備するとともに、働き方改革や健康経営と

連動した取組など人材育成・確保の取組を進めます。

④新事業展開や新たな価値の創出

激変する社会環境の中で、は常に市場の先手を打った新事業展開が求

められることから、スタートアップ(創業・第二創業者、新規事業を

展開・立ち上げを検討する者)支援やクリエイティブな視点による新

たな価値の創出に取り組みます。

⑤防災・減災対策による事業継続力の強化

県内企業のBC P (事業継続計画)の策定が遅れる中、国において

はこれまでよりも取り組みやすくなった「事業継続力強化計爾Jの認

定制度が始まったことなどから、商工団体の経営指導員等と連携し、

中小企業・小規模企業の身近な防災・減災対策を推進します。

⑥地域の総力をあげた支援体制

中小企業・小規模企業を取り巻く環境が変わる中、経済・社会情勢

の変化に応じたきめ細かな支援や間断のない継続的な取組が求められ

ています。そのため、県内 5地域に設置しているみえ中小企業・小規

模企業振興推進協議会における検討結果の反映や、三重県事業承継ネ

ットワークの取組や地域における防災・減災対策の推進など、関係機

関が一体となった取組を進めます。
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4 まとめ

県内の経済情勢は、生産や雇用、消費等の指標において堅調な値を示

しているものの、米中貿易摩擦をはじめとした世界経済の不透明感や消

費税率引上げの影響など、今後の県内経済の動きを引き続き注視してい

く必要があります。

また、施策の検証の結果、例えば、三重県版経営向土計画や融資制度

の活用により業績が向上した企業がある一方で、人口減少に伴う需要減

や労働力不足、後継者の確保難に加えて自然災害の頻発など、中小企

業・小規模企業は新たな課題への対応に迫られています。

こうした中小企業・小規模企業を取り巻く時代の変化を認識し、施策

の検証結果を踏まえたうえで、中小企業・小規模企業の振興に関する施

策を総合的かっ計画的に推進するため、条例の中に rSociety5.0J など

の時代潮流の視点や、防災・減災対策、働き方改革等の具体的施策を位

置付けるなど、条例改正の手続きを進めていきたいと考えています。

'J 
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(6)空の移動革命促進事業について

.，，: 

1 r空飛ぶクルマJについて

国においては、平成 30年 12月、「空飛ぶクルマJの実現に向けたロードマップを

取りまとめました。このロードマップにおいて、「物の移動Jr地方での人の移動J

「都市での人の移動jのほか、「災害対応Jr救急Jr観光j等への利活用が想定され

ています。

また、事業者による利活用の目標として、 2019年に試験飛行・実証実験等、

2023年に事業スタート、 2030年代に実用化の拡大が定められています。、

三重県においても、新たなテクノロジー「空飛ぶクルマJを活用して、交通、観

光、防災、生活等の様々な地域課題を解決し、地域における生活の質の維持・向上

を図るとともに、新たなビジネスの創出を目指し、空の移動革命促進事業に取り組

んでいます。

2 これまでの取組

( 1 )市町との調整

三重県内の実証実験候補地域を把握するため、全市町に対して候補地域調査を

行ったところ、鳥羽市、志摩市、熊野市、南伊勢町から具体的な実証実験候補地

域の提案がありました。

今後も、これらの市町と連携し、「空飛ぶクルマjに取り組む民間事業者等への

実証実験誘致に取り組みます。

(2)民間事業者等への実証実験誘致

「空飛ぶクノレマ」に取り組む主要な民間事業者等に対して、離島、沿岸部、中

山間地、リゾート地などの三重県の地理的特性を説明し、実証実験の実施を働き

かけました。

引き続き、機体製造者、流通事業者、商社など、空の移動革命に取り組む事業者

に対して、強力に実証実験の誘致を行います。

( 3)楠島県との協力協定締結

福島ロボットテストフィーノレドがあり、 ドローン飛行実験の知見を有する福島

県と連携するため、「空飛ぶクルマと空の移動革命の実現に関する福島県と三重県

との協力協定Jを、関芳弘経済産業副大臣、大塚高司国土交通副大臣の立ち合い

のもと、 8月2日に東京で締結しました。

この協定に基づき、実証実験等を実施する事業者等への支援や知見の共有を図

り、「空の移動革命実現Jに向けて連携して取り組んでいきます。

【日時・会場}

日時:令和元年8月2日(金) 17:00'""17:30 

会場:虎ノ門ヒノレズフォーラム ホーノレB

{協定内容]

①実証実験等を実施する事業者等への支援及び関係機関との調整

②実証実験等において得られた知見及び情報の共有

③実証実験等を踏まえた制度や体制の整備に向けた関係機関等への提言

④空の移動革命の実現に向けた機運醸成

⑤その他目的を達成するために必要な事項
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A協定締結式の様子(左から)聞と) ドロ}ンファンドパ}トナ-/最高公共政策責任者高橋伸太郎氏、

ドロ}シファンド創業者/代表パ}トナ}千葉功太郎氏、株式会社SkyDrive代表取締役福津知浩氏、

大塚高司障土交通副大臣、鈴木英敬三重県知事、内堀雄雄福島県知事、関芳弘経済産業副大臣、

東京大学名誉教授・特任教授/福島ロボットテストフィーノレド所長 鈴木真二氏、

テトラ・アピエ}ション株式会社代表取締役中井佑氏

(4)地方公共団体による空の移動革命に向けた構想発表会

福島県との協定締結式に引き続き、経済産業省及び国土交通省が主催する「地

方公共団体による空の移動革命に向けた構想発表会Jが同じ会場で開催され、

三重県は知事から発表を行いました。

{日時・会場】

日時:令和元年8月2日(金) 17:'30"-'18:30 

会場:虎ノ門ヒルズブオ}ラム ホールB

{事業内容]

①地方公共団体による構想発表

福島県、東京都、愛知県、三重県、大阪府

②交流会

( 5)長距離物流実証実験への参画

志摩市、愛知県蒲郡市、静岡県御前崎市、株式会社フ。ロドロ}ン(本社:愛知

県名古屋市、代表取締役社長:河野雅一)、 KDDI株式会社(本社:東京都千代

田区、代表取締役社長:高橋誠)は、ドローン長距離物流実証実験に関する協定

を令和元年9月 3日に締結しました。この協定に基づき、日本初となる最長約

175kmを自動飛行するシングノレロ}タ}型ドローンによる長距離物流の実証に

取り組む予定です。

三重県は、これまでも本実証実験に向けた準備会議に参画してきましたが、

引き続き 3市2社と連携し、本実証実験の成功に向けて広域的な調整等に取り

組みます。
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【実証実験飛行マップ(株式会社プロドローン作成)] 

1"-ト①70km三重県志車市~愛知県靖郡市

1レート@175km三重県志摩市~静岡県御前崎市

[実証スケジュール]

機体
開発

実証

実験

運用

プロ
ソ_.ヱ

クト

Phasel 

Phase2 

Phasel 

Phase2 

志摩市一御前崎市
Phase3 1 (175k~) 

連続
当面lま1~2使/自の運
航、最終的には毎時1使

運用
程度

( 6) i空の移動革命」促進に向けた県内事業者等との意見交換会

「空の移動革命J促進に向けて、県内の交通、物流、観光等の事業者、商工団

体、市町にご参加いただき、学識経験者及び経済産業省職員による講演、意見交

換会を開催しました。

【日時・会場1
日時:令和元年9月6日(金) 1 5. : 0 0'"'-' 1 7 : 0 0 

会場:三重県教育文化会館
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【内容】

①講演 1 経済産業省 製造産業局 空飛ぶクノレマプロジェクト

コミュニティマネージャー 小菅隆太氏

「空の移動革命に向けてJ'"空飛ぶクルマに関する政府の取組~

②講演2 ドローンブアンド パートナ--./最高公共政策責任者

慶慮義塾大学大学院政策・メディア研究科

特任講師高橋 伸 太 郎 氏

「三重県におけるエアモピリティ社会実装戦略提言案J

③意見交換

~各産業界における「空飛ぶクルマ」の利活用・展望について~

《主な意見》

-採算性に問題がある過疎地域への輸送に期待されるものの、悪天候時の対

応が必要である。

・県内へのアクセス改善につながる二次交通手段として期待したい。日帰り

客が増加する中、滞在時間の延長につながる可能性がある。

-人の頭上を飛ぶことについて、社会的に受容される必要がある。

-離島等における病院への救急搬送、安否確認、物資移動等、市域内移動の

ほか、第一次産業への活用も注目していきたい。

-新しい社会を創るという視座に立つ必要がある。もう一度組み直しが起き

て、 SDGsのような価値観が生まれる期待がある。

3 今後の取組

( 1 )シンポジウム開催

「空飛ぶクルマj について広く周知し、地域社会における受容性の向上と県内

中小企業による新サーピス展開につなげるため、有識者や機体製造者等を講師に

迎えてシンポジウムを開催します。

(2) ロードマップ策定、利活用検討

三重県内での「空飛ぶクノレマJの実現に向けて、関係市町や外部有識者を交え

た検討を行い、ロードマップを策定します。また、幡広い分野での利活用方法を

県内事業者等とともに検討し、三重県における受入環境整備を進めます。

(3)導入に向けた調査

三重県内において無人航空機を活用した先進的な実証実験を行い、事業展開に

向けた課題、法令及びインフラ整備等の課題、地域の意見等を調査し、三重県に

おいて事業化しやすい環境づくりに繋げることを目的とした調査委託事業(物流

編、産業締)に取り組みます。

①「空の移動革命j実現に向けた調査業務委託(物流編)

受託者:楽天株式会社

事業概要:無人航空機による離島への物流配送実証

②「空の移動革命J実現に向けた調査業務委託(産業編)

受託者:みえ「空の移動革命j社会実装共同事業体

(代表構成員:株式会社 ]TB三重支府、構成員:株式会社テラ・ラボ)

事業概要:無人航空機の観光産業での活用に向けた実証
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(7 )キャッシュレス化の推進について

圏内におけるキャッシュレス化の機運の高まりを受け、県内においても

キャッシュレス決済の導入による中小企業・小規模企業の生産性向上や消

費者の利便性向上、需要の取り込みに向けて、「三重県キャッシュレス推

進方針Jを策定し、推進の方向性を示すとともにオーノレ三重で、推進する機

運を醸成します。

1 策定の趣旨

( 1 )県内中小企業・小規模企業の生産性向上

中小企業・小規模企業(特に、小売業 f飲食業・宿泊業)がキャッ

シュレス決済を導入することで、業務の効率化による労働力不足の解

消や現金取り扱いコストからの解放などを図ることが可能です。

(2 )消費者や観光客の利便性向上を図り、需要を取り込む

キャッシュレス決済を利用することで、消費者にとっては現金を扱う

手聞と時間が減り、キャッシュレス決済に慣れた訪日外国人旅行者に

とってはストレスフリーな観光を楽しむことができるなどのメリット

があります。

この先、 2020年の東京オリンピック・パラリンピックなどの好機を

しっかりと捉え、顧客(特にインバウンド)のニーズに対応していく

ことで、新たな需要の取り込みが期待できます。

(3)オール三重で取り組み、地域を活性化

事業者がキャッシュレスのメリットを享受するためには、消費者への

普及を進める必要があります。本方針の策定によりオーノレ三重で、取り

組む機運を醸成するとともに、各主体の取組が連動することにより地

域の活性化を図ります。

(4 )新しいモノ"コトを積極的に取りλれていく風土の醸成

rSociety5.0Jの実現に向けて、新しい技術や文化が次々と生まれる

なかLで、将来世代が、多様で包容カある持続可能な社会を形成するた

めに、キャッシュレスを起点として、「新しいモノ・コト」に積極的に

関わり、取り入れていく姿勢・風土の醸成をめざします。

(5 )三重県庁の行政サービス向上

税・公金等の納付においてキャッシュレス決済の導入を図ることで、

県民の利便性を高め、行政サーピスを向上させます。

2 圏内の動向と三重県の現状

経済産業省が平成 30年4月に公表した「キャッシュレス・ピジョンJ

では、園内のキャッシュレス決済比率※ (2016年時点、 20%) を大阪・関

西万博が開催される 2025年に 40%へ引き上げることを目標としています。
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また、本年 10月か包の消費税率引上げにあわせて、消費者及び事業者

のキャッシュレス化を促進する「キャッシュレス・消費者還元:事業Jが実

施されるなど、国内のキャッシュレス化は加速度的に進められています。

本県の現状としては、平成 26年商業統計(小売業)において、県内全

体の商品-販売額のうちクレジe ツトカ}ド及び電子マネ}による商品販売

額の占める割合が 19.15%(全国4位、全国平均 16.1 %)となっており、

「キヤツペシユレズ先進県Jの地位を誇っています。

これらのことから、今後、国内のキャッシュレス化の機運を捉え、国の

取組と併せて県独自の取組を進めることにより、「キャッシュレス先進県」

としてさらなる発展が可能と考えられます。

※ キャッシュレス支払手段による年間支払金額/国の民間最終消費支出

3 推進の方向性

キャッシュレスが普及するためには、消費者及び事業者それぞれの視点

を踏まえた取組の推進が必要です。消費者の視点からは、家計管理や安全

性に対する不安の払しょくと利便性周知のため、フェアの開催による体験

機会の提供などを行います。事業者の視点からは、業務効率化や省力化等

の導入メリットについてセミナー等を通じて周知を図るとともに、支援機

関と連携のうえ、専門家派遣等による導入支援を行います。加えて、キャ

ッシュレス決済の導入による地域活性化を見据えた実証事業も実施しま

す。

また、三重県庁においても県民の利便性向上とコスト負担を勘案し、可

能なものから導入を進めていきます。

これらの取組により国の目標を上回るスピードでキャッシュレス決済

が普及するよう、数値目標を設けて推進していきます (2025年の県内の

キャッシュレス比率目標:50%)。

なお、推進にあたっては、年齢や障がいの有無、業態や経営規模など、

多様な価値観や様々な状況を踏まえて取り組むこととします。

4 推進体制

キャッシュレス化の取組を推進するため、「みえ中小企業・小規模企業

振興推進協議会」を通じて市町や商工団体、金融機関との連携を図るほか、

産学官の連携によりキャッシュレスを中立的な立場で推進する一般社団

法人キャッシュレス推進協議会やキャッシュレス決済事業者との連携等

により、県内における普及・浸透を加速させていきます。

5 ロードマップ

普及に向けた取組などを記したロードマップに基づいて、県内のキャッ

シュレス化を推進していきます。

34 



三重県キャッシュレス推進方針(案)の概要 1/2 令和元年工O月

知事メvセ-53(全文)

. rSociety5.0Jの実現に向けて、新しし1技術や文化力t次々 と生まれている現代。

. r分からないから!受け入れないJ、「受け入れているけれどよく分からない」ではなく、それらを正しく理解し、選び、取り入れていくチ力ラ力法り一層求め5れる時代へと変化しています0

・新しし1技術や文化を取り入れることは、最初に大きな苦労がありますが、それを乗り越えた先に「新しい豊かさ」があります。いまこの瞬間も、私たちの身のEりには、先人たち力T築
き上げた豊かさがあふれています。
. rキャッシユレス」を、次の時代を築く「まじまりの合図Hと捉え、新しし1モノを外から押し付け5れるのではなく、常に自ら関わり、取り入れていく三重県となるよう、ともに取り組んでい
きましょう。そして、地域に豊かさのあふれる三重県を将来の世代へ残しましょう。

キャッシユレス決済を利用することで、消費者にとっては現金を扱う手間と時間が減り、
キャッシュレス決済に慣れた訪日外国人旅行者にとってはストレスフリーな観光を楽し
めるなどのメリットがある。この先、 2020年の東京オ1):/ピック・}¥.ラ1)>ピックをはじめとし
た好機をしっかりと捉え、顧客(特にイ〉パウ〉ド)の二一ズに対応していくことで、新
たな需要の取り込みが期待できる。

rSociety 5.0Jの実現に向げ、将来世代が、多様で包容力ある持続可能な社会
を形成するために、「新しいモノ・コトJを積樺的に取り入れていく風土の醸成に繋げる。

第 2章キャッシュレスとは

(1)世界

2016年時点の先進諸外国のキャッシユレス決済出率を出べると、日本は低位に
ある。また、比率の高い国はその後の伸び率も高い傾向にあり、キャッシュレスが一定
程度普及すると、その後一気に浸透する可能性を示唆。
(出典: (一社)キャッシユレス推進協議会「キヤヅシユレス・ロードマップ2019J)

(2)日本
2017年時点のキャッシユレス決済比率は21.3%(rQRコード決済jは含まれて

いなし¥0)。
(出典: (一社)キャッシユレス推進協議会「キヤ汐シユレス・ロードマップ2019J)

(3)三重県
2014年の商業統計では、県内小売業の商品販売額に占める電子マネー・クレ

ラット力ードによる販売比率は全国4位 (19.15%)とfキャvシュレス.先進黒J。
他方で、キャッシユレス決済の導入f普及)(こ対しては消極的というデ、ータも (rキャy

シユレス決済導入に対して賛成か、反対か」賛成比率全国45位52.4%(全国
平均65.1%)) (出典:日経BP社rQR決済J)。



¥三重県キヤVシユレス推進方針(案)の概要 2/2 

第 3章推進の方向性

. (1)事業者の視点

・導入費用や管理手数料が高い
・売上金が手元に入るまでのタイムラグ
・従業員への教育が必要になる など

(2)消費者の視点

・使いすま家計管理への不安

・安全性への不安
・ユニバーサルデザ‘イシへの対応

(3)自治体の視点

・導入費用(システム改修等)や管理
手数料が高い

・収納事務の煩雑化

(1)国

0導入メリットの周知
(業務効率化、省力佑等)

O導入体験機会の提供や
専門家等による導入支援

O各消費者が自分[ζ合った

決済環境を見つけ8れるよう、
潤便性やメリyトを周知
(忌避意識の解消)

O体樹幾会の提供

0県民の利便性向上とコスト
の填大を勘案し、総合的に
検討

。経済産業省:2019年10月から「キャッシユレス・消費者還元事業Jを開始
。総務省:QRコード決済の統一規格fJPQRJの普及実証事業
これらの事業を皮切りに、今後さまざま怠施策展開が予想されるため、国の動向

し、緊密な連携を図る。

(2)一般社団法人キヤyシユレス推進協議会

キャッシユレスの普及に向けて産学官力漣携し中立的な推進役を担う組織。

自治体における普及促進をプロヲェクトの一つに位置付けていることから、各自治体の
情報共有や課題抽出、対応策の検討を通じて、県の施策展開に繋日る。

チャレ〉53・フィフティ(キヤyシユレス出率 20%司 50%)
・経済産業省「キャッシユレス・ピヲヨシJでの目標値

現状20%→ 2025年(大阪・関西万博)40%→将来80%
・県では、商業統計の現状値約20%から、 2025年の国自標40%に2023年時点
での到達、 2025年!こは50%への上昇を見据える。

・なお、推進にあたっては、年齢や障がいの有無、業態や経堂規模など、多様な価値観
や様々な状況を踏まえて取り組んでいく。

普及に向けた取組

消費者向けキャッシュレス・フェア:利便性を体験する機会の創出

事業者向け普及セミナー:導入事例や決済機器紹介等を通じて庖知

キヤyシユレス導入実証事業:

。観光客のストレスフリーな旅行の実現に向けた効果検証と結果の啓発
。事業者の導入による生産性向上及び地域活性化効果の検証

ミiiL専門家派遣:機器等を導入しよう抗事業者への専門赫遺

平三11商工団体向け研修会:経嘗指導員等を対象に研修会を開催;援ifil 

三万三I[決済データの利活用:関係機関と連携し、新事業創出をめざす

|比 1<>みえ中小企業・小規模企業撮興推進協議会を通じた連携

1 :...:， 1 <>一般社団法人キャッシュレス推進協議会との連携

1 -.-- 1 . <>キャッシュレス民済事業者との連携

三重県庁における取組

く自動車税>

く〉イシターネットを利用したクレ::J'Yトカード納付【2014年~導入済〕
0スマートフォシ専居アタjでの納付(2020年 5月~導入予定〕

く-三重県ふるさと応援寄附金(ふるさと納税) > 
く〉イ〉ターネットを利用したクνラット力一陣内付の導入

[2012年~導入済]

く事j用料等の支払〉

納入通知書で支払う使用料・手数料等のコシピ二納付・スマホアブリ納付や
直営集客施設(博物舘等)のキャッシュレス化について、庁内ワーキシググ
ループを設置し検討5利便性やコスト等を勘案したうえで導入を進める。

く県有施設等管理受託者のキヤyシユレス化〉
指定管理者制度を導入している県有施設、県有施設に設置している自動販

売機・食堂等を対象に、それぞれの施設・設備の性質を勘案し;キャッシユレス
化について検討。可能なものについては導入に向けて調整を進めていく。



(8)関西国営業戦略の改定について

1 目的 1

関西圏は、木県への宿泊旅行者のうち関西在住者が約 4割、本県立地企業のう

ち関西本社が約4割を占めるなど、本県にとって重要なマーケットとなっていま

す。さらに、近年急増するインバウンド、 2025大阪・関西万博の開催決定、大阪

府・市による IR誘致表明など、社会経済情勢が大きく変化しており、今後もこれ

らの動きが加速していくことが見込まれます。

本県として、これらのチャンスを最大限にキャッチアップし、より効果的な営

業活動を展開していくため、現行の関西圏営業戦略を改定します。

2 改定にあたっての基本的な考え方

( 1) 2025大阪・関西万博に向けた動きなど関西圏の社会経済情勢の変化を的確

に捉え、分野やタ}ゲットを絞った取組の重点化を図るなど、戦略的に取り

組むポイントを明確にします。

(2 )県内の市町・団体等や、関西圏の企業・経済団体・有識者等から意見聴取等

を行い、新たな視点や今後の関西圏の見通し、ニーズ等を把握した上で、戦

略に反映していきます。

( 3 )計画期間は 2023(令和 5)年度までの4年間とし、みえ県民力ピジョン(第

三次行動計画}や、みえ産業振興ピジョン、三重県観光振興基本計画などと

整合を図ります。

3 今後のスケジュール

令和元年

10""12月 現行の関西圏営業戦略に基づく取組の成果と課題の検証

県内市町・団体、関西圏の企業・経済団体・有識者等への意見聴取

令和 2年

3月 関西圏営業戦略(改定版)の策定 J 

」ノ
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，( 9)三重県観光振興基本計画年次報告について

1 三重県観光振興基本計画年次報告について

みえの観光振興に関する条例(平成23年 10月20日三重県条例第34号)第21条の規定に

基づき、三重県観光振興基本計画(以下、「基本計画Jという。)の実施状況等について、平

成 30年度分を年次報告として取りまとめました。

( 1 )三重県観光振興基本計画の目標達成状況

平成30年の観光消費額は、 4年連続で増加し、神宮式年遷宮のあった平成25年に迫る

過去2番目の 5，338億円となりました。また、観光客満足度 cr大変満足Jの割合)は、過

去最高となる 29.械を記録し、観光の産業化に向けた取組が着実に実を結びつつあります。

目標項目
平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

実績値 実績値 実績値 目標値

①観光消費額(年) 4，919億円 5，273億円 5，338億円 5，000億円以上

②観光客満足度(年度) 26.7% 18.5% 29.9% 25.5% 

③県内延べ宿泊者数(年) 930万人 832万人 890万人 1，000万人

④県内外国人延べ泊者数(年) 351，870人 334，230人 340，580人 450，''000人

⑤国際会議開催件数(年累計) 17件 25件 41件 20イ牛

(2)平成30年度の主な取組状況

ア 観光の産業化のさらなる推進戦略

-平成 30年7月に三重県観光連盟がDMO法人に登録されました。平成 31年3月には、

相差海女文化運営協議会がDMO法人に、伊勢志摩観光コンペンション機構Y 松阪市

観光協会がDMO候補法人に、それぞれ登録されました。

・「みえ食旅パスポートJの最終年度として、プレゼントパ}ジョンアップ。キャンベーン

やインタ}ハイ版ノ《スポ}トの発給等に取り組んだ結果、 3年間累計で約 53万部を発

給し、観光客データの蓄積や多数のリピークーの獲得、県内のネットワーク構築につ

なげることができました。

-県、市町、関係団体等が地域一体となって熊野古道世界遺産登録15周年を盛り，上げて

いくため、平成30年12月lこ県と伊勢路沿線10市町で構成する実行委員会を立ち上げ、

事業計画を作成しました。

-伊勢志麟国立公園の世界水準のナショナノレパーク化に向けて、「伊勢志摩国立公園ステ

ップアッププログラム 2020Jに基づき、伊勢志摩国立公園協会と連携し、表彰制度創

設等に取り組むとともに、ビューポイントにおいて、展望テラスの整備や多言語案内

板の設置等を行いました。

39 
、ヲ



-北海道の名づけ親である松浦武四郎の生誕200年を記念し、総合博物館 (Mi eMu) 

において、企画展「幕末維新を生きた旅の巨人松浦武四郎Jを9月から 11月に開催

するとともに、航空事業者等と連携し旅行商品の造成等、北海道との相互送容に取り

組みました。

・宿泊施設の働き方改革を進めるため、経営層を対象に研修会を 7回開催するとともに、

2地域(菰野町、鳥羽市)の宿泊施設にアドバイザーを派遣し、課題解決に向けた支

援を行いました。

・地域活性化雇用創造プロジェクトでは、食や観光等の分野における地域の産業政策と一

体となった雇用機会の拡大や求職者の能力開発・人材育成等に取り組むことで雇用の

創出に取り組みました。

・県内食関連産業の将来を担う人材を育成するため、産学官で構成される「みえ食の“人

財"育成推進会議Jにおいて、食関連産業が求める人材像について検討を深めるとと

もに、高度人材を育成するプラットフォームの設置について検討を進めました。

・子どもたちが、地域のよさや郷土の豊かな自然、歴史、文化について、誇りをもって語

ることができるカを身につけられるよう 地域での活動や郷土のよさなどについて発

信する「中学生からの提案・発信J 及び「郷土三重を英語で発信!""'ワン・ベ}パ~ . 

コンテスト""'J を実施し、 60校 922作品の応募がありました。

-県内 14の高等教育機関と県で構成する「高等教育コンソーシアムみえjで食と観光を

テ}マとした課題解決型科目として「三重を知るJ共同授業を実施し、 24名が受講し

たしま

. rええとこゃんか三重移住相談センタ~J に就職相談アドバイザーを阻置するとともに

u・Iタ〕ン就職セミナーを活用し、移住希望者と人材確保を希望する観光関連事業

者とのマッチングを実施しました。

イ 伊勢志摩サミット開催等の好機を生かした誘客戦略

• lnaka Tourism推進協議会の取組による星空観測のアクティ Eティ造成など、三重なら

ではの夜間等も楽しめるアクティピティ造成を支援しました。

・大都市圏等からの誘客を促進するため、交通事業者との連携によるプロモ}ションや県

内各地への周遊促進等の取組を展開し、特に本県への宿泊率の高い関西関からの宿泊促

進に取り組みました。

・ホームベ}ジ「観光三重」にサイト閲覧者に適した表示や案内を行うことができるツ}

ノレなどの導入や宿泊施設の魅力を発信する記事レポートの掲載等を通じ、県内の魅力発

信に取り組みました。(ベ}ジピュ}総数:18，043，'509件、訪問者数8，686，319人)

. r日本ゴルフツ}リズムコンペンション 2018Jを日本国内で初めて開催(10月)し、商談

会やセミナ}、県内ゴノレフ場や観光地の視察等を通じてゴルフ旅行の目的地としての県

の魅力をPRし、知名度向上を図りました。

. 4月に設立した三重県クノレ}ズ、振興連携協議会として、外国客船の誘致や受入環境劉請

に取り組みました。
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'11月のタイ知事ミッションでは、中部国際空港等と連携し、現地航空会社へのトップp

セーノレスや観光セミナ一等を通じ本県の観光の魅力をPRしました。これまでの取組の

結果、平成30年のタイからの延べ宿泊者数は、前年比約 2.2倍と大幅に増加しました0

・海外での忍者PRや誘客を岡るため、伊賀流忍者特殊軍団阿修羅を「みえの国観光大使J

としてイ壬命しました。

-三重の観光プランディングを高め、増加する個人の外国人旅行者 CF1 T)の誘客を図

るため、キャッチフレーズ fMie，OnceinYour Lifetime (一生に一度は訪れたい三重

県)Jとロゴマ}クを設定するとともに、 SNSを活用した「井VISITMIEキャンベーンj

を実施し(期間中のインスタグラムでの投稿件数:約 15，500件)、県観光情報の拡散や

認知度向上に取り組みました。

・日台観光サミットの三重県での開催から 5周年となることを機に、三重県と台湾の関係

を強化するとともに、急速にFIT化が進む動向に対応するため、現地の有力媒体や三

重県PRアンパサ夕、}等を活用したFIT誘客キャンベーンを展開しました。

.MI CEの誘致については、参加者数が4，600人と県内最大となった「第9回日本プラ

イマリ・ケア連合学会学術大会Jや、サミット後、志摩市では初となる政府系の国際会

議「第 16回日 ASEAN次官級交通政策会合jなど、平成30年の国際会議開催件数は目標

値5件を上回る 16件となりました。

ウ 利便性・快適性にすぐれた人にやさしい観光の基盤づくり

-平成 31年3月に新名神高速道路の県内区間の全線および東海環状自動車道の東員 IC

から大安 ICまでの 6.4kmが開通するとともに、紀宝熊野道路の新規事業化が決定し

ました。また、平成30年4月の臨港道路霞4号幹線(四日市・いなばポートライン)、

8月の「湯の山かもしか大橋J供用開始等により県内道路ネットワークの利便性が向

上しました。

・県内宿泊施設等のバリアフリー・インバウンド対応状況調査 (10施設)を実施し、宿

泊施設等のバリアフリー意識を高めるとともに、調査結果のホームページ掲載や施設

管理者へのアドバイスを通じて、自主的な施設・設備等の改善につなげました。

・近鉄阿倉川駅、近鉄桜駅、近鉄五十鈴川駅の駅舎のバリアフリー化を支援しました。

・全国各地で頻発した大規模自然災害の経験も踏まえ、観光客の安全確保を図るため、関

係団体等と連携し、観光地における防災対策に取り組みました。(取組事例の共有の

場:1回、研修・セミナー :4回、訓練:3回)

・不特定多数が利用する大規模建築物のうち、災害時に避難所として活用される建築物(ホ

テノレ、旅館等)の耐震化を促進するために、これらの建築物に対する耐震改修の支援

をf子いました。

・日本政府観光局のホームページに掲載されている訪日外国人受入可能な医療機関リスト

への登録について県内医療機関に働きかけ、 101の医療機関が登録されました。

・あらゆる機会を通じて、宿泊事業者等の施設管理者に対し、暴力団排除条項の導入を働

きかけました。
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(10)三重県観光振興基本計画(令和 2年度-5年度)中間案について

1 検討状況

県、市町、県民、事業者、団体等の各主体が協働して、観光産業を、本県経済を牽引

する産業として大きく育て、三重県観光の持続的な発展を図っていくため、平成 23年

10月に「みえの観光振興に関する条例Jを制定しましたo

条例の理念の具体化を図るために、条例に基づく「三重県観光振興基本計画Jを策定

し、観光施策を総合的かっ計画的に推進してきたところですが、三重の観光を持続的に

発展させるため、新しい計画である「三重県観光振興基本計画(令和 2年度"-'5年度)J 

を策定するものです。

策定には， DMOや事業者等を対象としたヒアリング、アンケートの実施、三重県観

光審議会の開催など、多くの方からのご意見をいただき、現行計画で残された課題や社

会経済情勢等の変化を踏まえるとともに、観光産業の SDGsへの貢献やデ、ジタノレ革新

を通じて社会課題の解決等につなげる Society5.0の観点も取り入れ、計画を検討しまし

た。

2 三重県観光振興基本計画(令和2年度r-.;5年度)中間案について

計画の構成は次の 6章立てとし、概要については別紙にまとめました。また、中間案

全文については別冊5のとおりです。

第 1章計画の基本的な考え方

第2章三重県観光を取り巻く状況

第3章取組の成果と今後の方向性

第4章計画目標と施策体系

第 5章 三重県の持続的な発展に向けた施策の展開

第6章推進体制整備

3 今後の予定

10月中旬 パブリックコメントの実施("-' 11月中旬)

11月初日 三重県観光審議会での審議

12月 10日 戦略企画雇用経済常任委員会(最終案提出)

2月 三重県議会定例会2月定例月会議に議案として提出
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..to 
01 

三重県観光振興基本計画(中間案) (令和2年度"'5年度)の概要

環膿立関空警慧眼鷲差ご
み組通観の趣旨伽

社会経済情勢の変化等を踏まえ、 「三重県観光振興基本計画J
の新計画を「みえの観光掠興に関する条例j第五条の規定に基づ

き策定します。

2縦轟轟鍛陸搭宮溜P

本計画は、県が取り組む観光振興に関する施策等を明らかにし

だ行政計画であり、めざすべき三重県観光の将来の姿とその実現

に向けた方向性を共有するための共通指針となるちのです。

ヨ認識醐関脇ji1";i'
概ね10年先を見据えつつ、令和2 (2020)年度から令和 5
(2023)年度までの4年間とします。

観光消費額は、 4年i重読で増加し、神宮式年遷宮のあった平成25
年の5，342億円に次ぐ過去2番目となる5，3381!意向と高水準を維持

し、観光の産業化に向けた取組が着実に実を結びつつあります。

令和という新たな時代を迎え、さまざまな社会変化に対応しなが

ら、観光の目的地として三重が世界の人々から選ばれ否ょう、三重

の強みを生かした観光の魅力づくりや国内外か5の誘客拡大、観光

産業の魅力向上にオール三重で取り組む必要があります。

2"，謀議議鵬;議議環境伊
観光産業は、本県経済の穣ぎ手としてさらなる発展が期待される

ととちに、異なる価値観や多様な文化の尊重、地域資源の保全、郷

土への愛着などの効果ち期待でき、経済、社会、環境を牽引してい

く役割が求められています。本県観光が持続的に発展し、豊かで活

力に満ぢた地域社会の実現を図っていくためには、さまざまな環境

変化に柔軟かつ的確に対応し、変革し続けていくことが必要です。

附第てま軍空宇?取組硲減果j定今後め芳拘留呪
同国吋世訴人貼#司抽出品ゐ品開設出持説副胤泊;ili吻ぷ品部長4時閣阿佐論議時延長主点長，ぬれ4

dお:組@趨局il曇郡部情

次期神宮式年遷宮を見据えて、世界が憧れ否質の高い観光地づくり、

イベシトに頼らずに誘客できる観光産業の構築にオール三重で取り組

みます。 SDGsという新たな考え方の下、三重県観光が、持続可能な

経済(雇用創出や観光収入の増大等)、社会(多様グよ文犯の受入等)、

環境(自然資源の持続可能な開発等)に貢献します。また、 Society
5.0の観点を踏まえ、三重ならではの世界の人々を魅了する本物の魅

力をデヲタルの力で引き出します。

澄翌3(鱒鴨鱒轡芝草:
L怒潔腹纂銃尋問P

三重の強みを伸ばし、課題を克服する施策体系は、以下のとおりとし、令和2年度から

5年度までの事業を展開していきます。

観光誘客の推進

F世界の人々を魅了する三重の観光J

観光産業の振興

rTOKOWAKA 
~変革し続ける観光産業へ-J

4 、

観(入光込消費叡額×一人観当光た消りの
観光客が県内において支出レた観光消費 5，3381:意目額〈交通費、宿泊費、飲食費、入湯紙

費額〉 主産代等〉 I相』法政策恥制"'1
(平成30年)

県悶の観光地を訪れた観光客の満足度調

観光客満足度
I :査で「大蜜満足J r満足J rやや満足む 29.9.% 30%以上
と包答された割合と回答レた都合 (平成30年度) (令和5年度)

I相成政:筑限r三耳I県観%革協災密抑制]

県内の延べ宿泊者数
I I寝泊の宿泊館設における延べ宿泊者数 890万人 950万人

I観光mli.ill'J路行統計側主Jl (平成;30年) {令和5年)

県内の外国人延べ宿泊者数
| 県内の宿泊施設における外留人延べ宿泊 34万人 68万人
者数 I観%fff術泊旅行統制，開校Jl (平向。年) (令和5年)

国際会議の開催件童文
| 県内で開催された国際会議の開催件数 16i牛 20i'牛

[IJ木政府観%泊fjN1・0鴎際会随統計'Jl (平成30年) (令和5年)

累陶の翁治・飲食サービス業の収入額{所
全国取1内0位宿泊11漬・飲位食サービス業における収入の I 定内給与額X12か沼十年障賞与翻の都 全国12位

全国 道府県8tln国位 (平成30年)
[~f.~I，~~価fjfn企梢ifl統計百目的 l

(令和5年)



川護整機種窮摂控期鱒復堕曹二
置 「三重に行方パなければ味わうことのできないJ新たな価値=ブラシドを旅行者の目線ち踏まえてオーjレ三重で創造し、観光客の関心や喧好にそった観光コシテシツゃー

サーピスの情報をタイムリーに提供するなど、戦略的な観光マーケティシグの仕組みを確立します。
薗旅行者自線に立った旅行環境の整備、観光産業の就業環境の改善や、観光産業を担う若年層を中心とした人材の確保・育成、起業支援などの観光産業の基盤づくりを

進めます。 ・ . 

ヲンデイング

E議宮越通院1
自然や文化、人々の生活と諒和した体験メニューのり割出等、世界の人々

を魅了す苔「三重ならではの価値jを生かし、 f三重に行かなければ味わ
うことのできないj新たな価値=ブラシドを、旅行者の呂線ち踏まえて
「オール三重jて創造し、滞在型リソートを形成するととちにイ方楕守者の

関心や晴好に合わせた情報を提供するなど、客が客を呼ぶサイクルの確立
に向けたブラシディシグを展開します。あわせて、伊勢志摩サミット開催
地の知名度ち生かしたMICE開催地としてのブラシド価値を向上させます。

.to 
0') 

体験型観光の創出・充実による滞在型リゾートの形成、客が客を呼

ぶサイクルの構築{こ向けた三重の観光のブラシディシグ展開

伊勢志摩サミット開催地の知名度を生かしたMIC正開催地としての

ブランド価値向上

(ヰ」翠艶皐翠

ア

イ

斗オンリーワシの観光の魅力づくり

、r男容者単史認
「日本の文佑聖地Jという三重のイメージ、 「神宮」や「世界遺産熊野

吉道伊勢路J r海女J r習者J r日本酒」等をはじめとする、三重が世界
に誇る文佑・置史、自然、産業といった一流の観光資源を磨き上1"1、他の
地域では味わうことのできないオジリーワンの魅力を創出レ、圏内外から
の誘害拡大につなげます。一

ア E本の文化聖地という三重のイメーヲ、多様な自然環境、食等、三

重ならではの一流の観光資源を生かした国内外からの誘客促進

持続可能な自然資源の保全・活用

三重県の立地を生かした

イ

(3) 

リニア中央新幹線の開業、大阪・関西万博等を見据えて三重県の立地を
生かじた国内外からの旅行者誘致を推進します。また、観光産業の持続的
な発展を支えるため、菌内外からの投資や旅行者の多様なニーズにlliえら
れ否人材の呼切るみを促進します。

リニア中央新幹線開業や大阪・関西万博等を見据えた首都圏、関西圏、

中京圏からのイシパウシドち含めた誘客推進

三重県の立地を生かした観光産業の投翼促進、人材の呼E舟6み

フ7

イ

噌以態語器製議謹話室襲怨器開一一一
l:可塑領時間町、

外国人や高齢者、障がい者等、誰ちが安l白レて快適に旅告ができる受入環境づくり
や観光情報案内の充実、二次交還の整備等の受入環境整備を促進します。 AIやICTなど
の新たな技舗を生かレ、外国人をさむ旅行者がストレスフリーかつ快適に周遊・滞在
できる環境を整備レます。

ア
イ

AIやICTなどの新技術を生かした快適で利痩性の高い受入環境の整備促進
安全・安心に旅行でき吾環境の整錆促進

関係団体と連携して就業環境の改善や起業支援等に取り組み、観光産業を担う若
年層を中心とした人材の確保・育成を図ります。
次世代を担う若者が、起業や事業制陸等により活躍できる環境整備や高蝿等経宮支
捷を推進し、観光産業の経嘗革新につなげます。

ア
イ

観光産業の働き方改革・起業・事業承継等の経嘗革新 一
観光産業の持続的な発展を支え、観光産業を若者!ことって魅力的な産業にする
ための人材の確保・育成

(3) 観光産業に関わ 守~.!;J":賦与出脚--

さ理縄開ぎ制民j議?
本県の主力産業であり、本県経済の活性化に不可欠であ吾観光のさらな否発展に

向け、 DMO、観光事業者等と一体となって fオーjレ三重」で観光施策を推進す否組
織づくりを検討します。農林水産業をはじめ、製造業、サービス産業等、多様な産:
業の連携を深め、各事業者のポテシシャルを生かした「諒ぐ力jを引き出す取組を
促進します。

「オール三重」で観光振興を進め否、新た74法倍隼体制の構築
農林水産業、製造業、サービス産業等、多様な産業間連携強佑.KUMINAOSHI 
による新たな観光魅力創造

ア
イ



(11 )観光振興について

1 三重県版スマートサイクル確立事業の推進

スマートフォンを活用した「答えてラッキー!スマホで

みえ得キャンペーンJを8月から実施しています。本キャ

ンベーンは、旅行者にスマートブオンを使って県内各地の

みえ旅案内所やみえ旅おもてなし施設でアンケートにお答

えいただくと、様々な特典を受けられるなど、県内周遊や

滞在をよりお得に楽しめる取組で、訪日外国人旅行者にも

参加いただけるよう英語にも対応しており、さらに、中国

語の繁体字と筒体字、タイ語版についても)1慎次開始してい

きます。

本取組を通じて観光客のアンケートを収集・分析し、旅

行者の周遊性・滞在性をさらに高め、地域消費拡大に繋げ

ていきます。また、アンケートの分析結果を地域DMOや

観光関連事業者と共有して旅行者の意見をサービス向上や効果的なプpロモーションの展開

等に生かし、より付加価値の高いサービスの提供にづなげることで、県内観光の産業化を

進め、観光消費額の増加をめざします。

2 f#visitmieキヤジペーン」の展開

三重県での旅行に関する写真や動画を、インスタグラムで

「詳VISITMIEJをつけて投稿いただくキャンベーンを昨年度に

続き実施しています。今年度は実施期間を約2か月前倒しし、

7月7日から 9月 30日を第1弾、 10月1日から 1月6日ま

でを第2弾としています。キャンベ}ンサイトで写真映えす

るイベント情報の発信を強化した結果、第1弾では花火大会

等夏休みのイベント写真が多数投稿され、期間中の投稿件数

は7，500件余りとなりました。

第2弾では、引き続き秋祭り等のイベント情報の発信や、

MIE 
a拠品F峨ザ品格

県内の留学生への周知を行い、多くの方に投稿し、ただくとともに、第1弾で、より広告効

果の高かった周知方法に重点を置くことで、より一層の海外からの個人旅行者 (F1 T) 

の誘客促進につなげていきます。
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3 シンガポールプロモーションの展開

個人旅行者向けに、オンラインとオフラインの双方を使った

効果的なプロモ}ションモデ、ノレを構築することを目的に、日本

政府観光局 (JNTO)シンガポ}ノレ事務所と連携した取組を

進めています。 9月27日から 29日に現地で開催された「ジャ

パントラベノレフェア」に三重県がら初めて出展し、事前に三重

県を取材したブロガーによるステージイベシトなど、「グ、ノレメJ

をテーマとしたプロモ}ションを実施しました。また、松阪牛

や県内での宿泊が当たるキャンベーンをオンライン上で 12月

20日まで展開し、 JNTOシシガポ}ノレ事務所が運営するウェ

ブサイトでの告知や、三重県の有するインヌタグラム等のSN

Sでも情報発信を行うことで、参加者の増大を図ります。

ジャパントラベルフェアには 3日間で

約3万8千人が来場し、三重県のグノレメや

観光地について具体的な内容や場所、セン

トレアまたは関西国際空港からの行き方に

ついて質問を受けるなど、三重県を含む訪

日旅行への関心の高さがうかがえました。

また、三重県のキャンベーンサイトには3

日間で約 120人に議録いただきました。

キャ、ンベ}ンサイトの

トッフ。ページ

「ジャパントラベノレフェアJ出展ブ}スの様子

4 MICE誘致について

今年のMICE誘致につい，ては、アジア菌学会議 2019(10月1日"，'4日)や第4団組

紐国際会議 (10月13日"'18日)など、現時点で年間 12件の開催を予定しています。 G7

伊勢志摩サミットの開催から 5年、本県とパラオ共和国との友好提携締結から 25年を迎え

る令和3 (2021)年に外務省が「第9回太平洋・島サミット」の開催を予定しており、現

在、その誘致に取り組んでいます。誘致に向けた取組を通じて、国際会議の開催地として

tのブランド確立をめざします。
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5 インバウンドの受入環境の整備

外国人旅行者に、県内に長く滞在し、周遊していただけるよう、きめ細かな観光情報を

提供するためには、観光案内所の役割が重要であることから、県内に 19施設ある JNTO

認定外国人観光案内所等を対象とした情報交換会を実施するほか、 A1 (人工知能)を活

用した英語による自動会話プログラム fA1チャットボ、ツトJを活用した観光案内の導入

やデ、ジタノレサイネージ等の案内板の新設等、外国人旅行者に向けた案内機能の強化に向け

た実証実験を行います。 G翠童三〉
また、来訪者の移動の利便性向上に向け、志摩市に

おける「観光地型Maa SJの実証実験を、本県も参

画する「志摩市MaaS協議会jが10月から段階的に

開始しています。

出発地から闘世¥i'地までの移動を
ひとつ叩サーピスさし"=:<量供{検索町予約‘決涜}

さらに、観光地におけるキャッシュレス化

を推進するための実証事業を、国内外から多
MaaSの仕組

くの方が訪れる「鈴鹿F'l日本グランプリ J

の開催期間を含め、鈴鹿サーキット等におい

て10月4日'""'-'14日の 11日間、また、多くの

観光客で賑わう伊勢市の外宮参道周辺におい

て11月頃から約 1ヶ月間実施する予定です。

これらの取組を通じて、外国人旅行者の満

足度向上とストレスヲリ}な旅行環境を実現

するとともに、引き続き、 DMO、観光事業

者、市町等と連携し、さらなる誘客の推進に

向け、「オーノレ三重Jで取り組ルでいきます。
キャッシュレス実証事業の仕組

6 観光防災の取組

外国人旅行者も含めた観光地での防災対策が促進されるよう、観

光事業者、市町等及び関係部局と連携した実践的な避難訓練やセミ

ナー等を実施しています。今年度の取組としては、 6月に大紀町に

おいて多言語の避難マップの作成研修を行ったほか、 8月には新鹿

海水浴場において海水浴客にも参加を募った津波発生を想定した避

難訓練の実施、 9月には五ケ所湾において、漁業体験事業者を対象

とした地震発生を想定した避難訓練を実施しました。また、 9月に

実施した湯の山地域でのBCP策定促進のためのセミナ}

では、ホテルや旅館が企業としてどのように巨大地震等の

災害に対応すべきかの講義を行い、参加者からは fBCP

を早期に作成すべきと感じたJf小さなことからでも備え

ていきたいj との声がありました。

避難耕練(五ケ所湾)

BCP策定セミナ~(湯の山)
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引き続き、外国人旅行者への対応や先進事例の共有などをテーマとしたセミナー等を開

催し、本県を訪れる旅行者が安心して周遊、滞在できるよう、観光関連事業者や市町等の

意識向上を図っていきます。

7 宿泊業の働き方改革の推進

昨年度、指泊施設の経営者等を対象に開催した「持続

可能な宿経営の未来塾Jの成果を踏まえ、今年度は、「次

世代リ}ダ}の育成」と「地域横断コミュニティの形成J

を支援するため、旅館・ホテルのマ'ネージャー、現場リ

ーダー等の部門統括役(各セクションで核となる従業員)

を対象とした研修会 fNEXTリーダーシップ・プログ

ラム2019 in三重県Jを9月17日から開催しています。

本研修には 12施設 19名が参加しており、従業員の満

足度向上や若者の就業・定着に向け、リーダーとして巻

き込み力、思考力、実行力を高めるための 3回にわたる

研修のほか‘経営者に対する改善提案等の成果発表会等

を通じて情報を共有し、地域全体の働き方改革につなげ

ていきます。

く研修内容..>

一…一… ………吋…尚一、 匂

日程 テ}マ・内容

第 1回研修 9月 17日 いま求められるNEXTリーダーとは?

第2回研修 10月 17日・ 18日 実現し、たい変革テ}マと成功イメージをデザイン

第 3回研修 10月28日 変革プロジェクドの実践計画づくりに挑戦

成果発表会 3丹4日 変革プロジェクトの実践結果を経営者層と共有・発表!
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(12)指定管理者が行う三重県営サンアリーナの管理状況報告について

1 管理状況の県議会の報告

指定管理者制度に関する取扱要綱に基づき、三重県営サVアリーナに関する「平成

30年度指定管理者が行う公の施設の管理状況及び評価Jを報告します。{資料1] 

2 指定管理の状況

公の施設 | 指定管理者

ニ重県営サンアリーナ|株式会社スコノレチャ三重

3 評価基準

( 1 )指定管理者の自己評価の基準

①評価の項目.f1 管理業務の実施状況j の評価

指定期間

平成 28年4月1日~
令和 3年 3月 31日【 3期目}

r AJ → 業務計画をj順調に実施し、特に優れた実績を上げているo

rB J → 業務計闘を順調に実施している。

r CJ → 業務計画を十分には実施できていない。

rDJ → 業務計画の実施に向けて、大きな改善を要する。

②評価の項目 [2 施設の利用状況Jr 3 成果目標及びその実績』の評価

r AJ → 当初の目標を達成し、特に優れた実績を上げている。

rB J → 当初の目標を達成している。

rC'J → 当初の目標を十分には達成できていない。

rDJ → 当初の目標を達成できず、大きな改善を要する。

(2)県の評価の基準

r + J (プラス) → 指定管理者の自己評価に比べて高く評価する。

r -J (マイナス)→ 指定管理者の自己評価に比べて低く評価する。

r J (空白} → 指定管理者の自己評価と概ね同じ評価とする。
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(資料1)

指定管理者が行う公の施設の管理状況報告(平成30年度分)

<県の評価等>
施設所管部名:雇用経済部観光局観光政策課

1 ..唱 司‘ー・"‘ー・4・ I);tat要.

|施設の名称及び所在 三重県営サンアリーナ (伊勢市朝熊町字鴨谷4383-4)

指定管理者の名称等 株式会社スコルチャ三重 代表取締役漬国典保 (伊勢市朝熊町字鴨谷4383-4)

指定の期間 平成28年4月1日~令和3年3月31日

1サンアリーナの事業の実施に関する業務
2 サンアリーナの施設等の利用の許可等に関する業務

指定管理者が行う管理業務の内容 3 サンアリーナの利用料金の収受等に関する業務
4 サンアリーナの施設等の維持管理及び修繕に関する業務
5前各号に掲げる業務のほか、三重県がサンアリーナの管理上必要と認める業務

2施設設置者としての県の評価 ※指定管1望者が変わった場合、前年度の評価は斜線を記入しています。.

指定管選者の自
県の評価評価の項目 己評価 、 コメント

H30 H29 H30 H29 

1管理業務の実施
開設24年を経過し、経年劣化が進む中、こまめに施設楓設備の監視E 点検を行

状況' A A い、軽微な不具合や故障に迅速に対応するなど、適切な施設管理に努めてい
る。

平均稼働率については、メインアリーナ69.0%(目標57.0%)、サフアリーナ
73.3%(目標的.0%)と目標を上回っている一方で、会議室は17.1% (目標20.0%)
と目標を下回っている。

2施設の手IJ用状況 A A 一
年IJ用人数については、フィットネス室利用人数は、 4，518人と目標(3，500人)を上!

回っている一方で、メインアリーナ221，732人(目標256，500人)、会議室等20，199
人(目標25，000人)、トレーニング室9，648人(目標15，000人)、サンアリーナ
256，097人(目標300，000人)と目標値を下回っており、施設の効果的なPRや魅力
的な自主事業の開催など、施設利用の増加に向けた取組が求められる。

成果目標9項目のうち5項目で自標憶を下回っている。

3 成果恩擦及びそ
特にアリーナの利用人数221，732人(達成率86.4%)、会議室等の利用人数

の実績 日 A 一 20，199人(達成率80.8%)やトレーニング患の利用人数が9，648人(達成率64.3%)
と目標値を下回っていることを踏まえ、施設のPRなどに努めることで成果目標を
達成できるよう、一層の創意工夫ある取組が求められる。

r + J (プラス)→指定管理者の自己評価に比べて高く評価する。
※「評価の項目Jの県の評価: rーJ(マイナス1→指定管理者の自己評価に比べて{尽く評価する。

総括的な評価

f J (空白) →指定管理者の自己評価と概ね同じ評価とする。

0開設24年を経過し、経年劣化が進む中、こまめに施設置設備の監視・点検を行い、軽微な不具合や故障に迅
速に対応するなど、適切な施設管理に努めている。

0平成30年全国高等学校総合体育大会の開催会場として、実行委員会や関係機関と連携し、大会の円滑な
運営に貢献した。

0自主事業では、例年開催している「バスケットボールBリーグ公式戦J、「伊勢の森トレイルランニングレースj

などのイベントに加え、平成30年度から供用開始となったボルダリング施設を活用した「ボルダリングDAYJの
実施や、サブアリーナでフットサル競技の利用が可能となったことによるF企業対抗フットサル大会Jの開催など
により、県民にスポーツと触れ合う機会を提供し、幅広い層の施設の利用に貢献した。

0一方で、アリーナや会議室、トレーニング室の利用人数が目標値と事離しているため、集客を見込める自主
事業の実施、施設の効果的なPRなどを推進する必要がある。また、トレーニング室については、ボルダリング
施設の効果などもあり、平成29年度に比べると利用者は増加しているが、より一層利用者の定着に向けてサー
ピス強化に取り組む必要がある。

以上のように、管理業務については、平成30年全国高等学校総合体育大会ペの対応などを適切に実施して
いる点や、施設の経年劣化が進む中、施設・設備の管理を適切に行っていることを評価する一方で、成果目標

Eの多くが未遣であるため、今後は、成果目標の遺成に向けて、施設の効果的なPRや魅力的な自主事業の開
催、大型イベントの開催誘致など一層の創意工夫のある取り組みが求められる。
また、令和3年度に開催される三重とこわか国体・三重とこわか大会などの大型貸館イベントの成功に向け

て、関係機関と連携し、事前の準備なども含め適切に対応していく必要がある。
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く指定管理者の評価周報告書(平成30年度分)>

1 管理業務の実施状況及び利用状況

(1 )管理業務の実施状況

σ)三貴襲常4ナンアリーナ管理運営事業の婁腕に聞する業務

指定管調者の名称: 株式会社スコルチャ三重

圏、平成30年全国高等学校総合体育大会(インターハイ)が開催され、当施設では男子バレーボール競技、剣道競技、
そして式典で総合開会式が開催された。早くは数年前1，こ始まり、本番が近づくにつれて各分野!こ分かれて鏑度も多く
なった事前の各種下見や打合せへの対応はもちろんのこと、設備面で、も空調用の冷温水発生機修繕をはじめ.壁紙や"、
タイルカーペットの張替え等を自社施工するなど、三重県を代表する複合型施設として最大眼の受入体制を整えてき
た。各期間!こおいて大きなトラブル等なく終えることができ、総合開会式では全国からの注目を集める中で施設をア
ピールする良い機会になった。

圃平 成30年度は有名アーテイストによるコンサート利用2件に加え、コンサートの本番1)ハーサル利用が3件あり、稼
r 働率・施設利用料の向上に大きく貢献した。近隣県の同規模施設が当年度後半から大規模改修に伴う長期休館に
入ったことから、令和元年度についてはさらに、過去に例を見ないほど多くのコンサート開催がすでに決定している。

周一方で、全国高等学校総合体育大会(インターハイ)による利用終了後、!日C駐車場スペースが完全に使用できな
くなり、施設専用駐車場がA駐車場600台のみとなったことから、コンサートやその他大型イベント貸館時の駐車場及び
周辺交通問題が深刻なものとなった。指定管理者として最大限の対応を行いながら、喫緊の課題として関係各所と連
携した対策を進めていけるようにカを尽くした。. 。

。園 自主イベント事業については、大型のイベントとして、当社がテーマに掲げるスポーツツーリズムの観点から例年開
催している「バスケットポールBリーグ公式戦j、「伊勢の森トレイルランニングレースJを平成30年度も継続して開催し
た。同じく例年開催している「フ':1トサjレドリーグプレシーズンマッチ又は公式戦Jについてはチーム側とのスケジュール
調整が合わす干、当年度は開催することができなかったが、同じく例年開催している「フットサルクリニックJについては開
催し、特に初めてサブアリーナで開催することで、施設の新たな利用方法を活用することができた。その他の定例事業
である地元企業とのコラボレーション事業や、地元総合型地域スポーツクラブ!とのコラボレーション事業、子ども向けの
体操教室、そしてウォーキング事業などこれまでの実績を活かしたラインナップは例年通り!こ実施し、当年度は計34件
の自主イベントを実施した。

聞 自主イベント事業開催について平成30年度の新規取り組みとしては、 4月から供用開始となったボルダリング施設
の活用を図るべく、 fボルダリングDAYJfボルダリング体験会」など様々なボルダリング関連イベントを開催した。また、
問じく4月から壁画強化によりサブアリーナでフットサル競技の実施が可能になったことから、初めてサブアリーナを利
用した「名古屋オーシャンズフットサルクリニックJf企業対抗フットサル大会」などを開催した。

聞平成30年度は各種媒体による広報の取組にもカを入れ、例年通りの施設独自広報紙であるrサンアリーナかわら
版」や伊勢市の広報紙「広報いせ」による周知、施設ホームページによる周知、さらには地元FM放送局であるFM三重
によるスポットCM放送等を中心|こ、新たにその他各種広報紙への積極的な広報活動を実施し、さらに幅広い皆様へ情
報をお届けできるよう取り組んだ。

陣地域活性化活動として、当年度も行政や地域団体、ボランテイア団体など多くの方々にご協力をいただきながら
各種自主イベント事業の開催・運営を行った。第7回目となったrトレイルランニングレ?ス」では、当年度も実行委員会

‘方式を採用し、地域の様々な分野の方々に参加いただくことで、周辺地域を巻き込みながら、地域のつながりを広げて
いくことができた。また、地域総合型スポーツクラブとの共同事業についても当年度は計10事業実施し、地域スポーツ
団体との協力を深めた。また、三重県警を主体としたテロ対策三重パートナーシップ推進会議への参加、伊勢市を主体
とした伊勢地域観光交通対策協議会への参加についても積極的に行い、地域における当施設の役割を果たした。

@繍詰l!Lぴ謹備の維持智聞及'($修繕に関する業務

圏平成30年度も常時職員が館内外を巡回し、施設、設備、備品の監視?整備"点検を行うとともに、発見した不具合・
故揮については迅速な修繕、修復に努め、可能な限りの自社修繕を心がけた。

国平成30年度も、全国高等学校総合体育大会(インターハイ)による利用や年間s件にのぼったコンサート関連利用
などによる好影響を受けて、安定的な収支状況となったことから、昨年度同様に自主財源による大型設備投資を実施
することができた。長年の利用により汚れが目立ってきていたメイン・サブ各ア1)ーナ用の養生シートの特別清掃作業
では、シートの美観を高めることで快適性を向上させることができた。また、周辺屋外インターロッキングの高圧洗浄及
び不陸修正作業では、同じく施設利用上の美観向上のみならず、安全性についても向上させることができた。

園その他の利用環境改善の取組みについても、メインアリーナ回廊諸室タイルカーペット張替作業、キッズコーナー
クッションチェア設置等、積極的に実施した。メインアリーナ回廊諸室タイルカーペット張替作業については、全国高等
学校総合体育大会(インターハイ)開催が近づく中で、施設側の曳入準備の一環として実施し、選手や関保者、来賓や
多数の一般来場者の方々に施設を安全且つ快適にご利用いただけるように最大隈の対応を行った。

園環境整備事業は、第1国「非常用自家発電機エンジン機構部品交換J、第2回「メインアリーナ・サブアリーナ国管改
修」、第3回f照明環境制嗣システムローカル盤改修J、第4囲「ワイヤレスマイク及び付属機器更新ム第5阻「建物外装
(タイル・白地)サブアリーナ改修」、さらには第6回「非常用自家発電設備部品発換整備Jを実施した。大規模改修も
例年通り計画的に実施し、当年度も施設の安全性贋利便性の維持向上を図った。
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σ)県腕策への国慮に闇する業務

回全国高等学校総合体育大会(インターハイ)の成功に向けて、県実行委員会事務局及び伊勢市実行委員会事務
局と緊密に連携をとりながら大会開催をサポートした。設備面でも各種受入体制整備を積極的に行い、選手や関係
者、来賓や多数の一般来場者の方々に施設を安全且つ快適にご利用いただけるよヨに最大限の対応を行った。

回テ口対策三重パ←トナーシツブ推進会議に施設管理者として積極的に参加し、館内でもテロ対策啓発掲示の実施
等を行った。県内最大級のコンペンション施設の施設管理者として、引き続き責任を持って取り組んでいきたい。

圏三重県観光キャンペーンの「みえ食旅案内所」としてパスポート発行等の協力を行った。

圏平成30年度後半に、県発注による当施設メイン・サブ両アリーナの照明日D化工事が実施されること1二なり、施設
管理者として円滑な施工完了に向けて最大限のサポートをさせていただいた。

【主な対応内容〕
町関係者による工事事前下見対応
E依頼提出書類等の準備・作成
・メイン・サフ間アリーナの工事期間中の施設確保
.先約イベント等の変更調整(主に自主イベント)
・先約維持管理業務の変更調整
"対象期間の利用停止手続き
町工事期間中の施工業者対応(開錠施錠管理、照明翻整、電気設備関係対応他)等

ぬ情報公開‘個人情報保誇に聞する業務

国平成30年度は1件の情報開示請求があり、 2情報公開規程に員IJり漉切な対応を行ったo

【対応内容]

・該当する文書が存在しなかったため管環文書不存在決定通知書を発行した。

6)その他の業務 h， 

園周辺駐車場対応

全国高等学校総合体育大会(インターハイ)以降に!日C駐車場スペースが完全に使用できなくなったこと等から、当
施設を取り巻く駐車環境が深夜IJな状況を迎える中、指定管理者としても継続して最大限の対応を行った。

【主な勤き1
・8ハO(金)伊勢市交通対策協議会に参加し、サンアリーナの駐車場不足に関する実情を説明した。

施設の所在地として、施設との関わりが何かと大きい地元伊勢市に向けて、サンアリーナにおける
今後の駐車場問題についての共通理解を求めた。(常務取締役1名参加)

-10/12 (金)伊勢地域観光交通対策協議会に参加した。(常務取締役1名)
-12/21 (金)三重県営サンアリーナ駐車場あり方検討の場として、三重県所管課、伊勢市関係部局、

施設指定管理者の王者による検討協議に参加した。

(常務取締役、サービスG兼事業Gマネージャー、総務Gマネージャー、サービスGチーフ計4名参加)
・1/27(日)近隣の大型ショッピング施設・イオン伊勢庖へ大型イベント時の駐車場協力に関する

協議のため訪問。(総括責任者常務取締役 1名、サービスGチーフ 1名 計2名)
・2ハ8(月)伊勢市教育委員会スポーツ課と三重県営サンアリーナ及び伊勢市フットボールヴィレツジ

周辺駐車場の使用方法、イベントが重なっている場合のすみ分けルール等に関する協議を行った。
(常務取締役、サーピスG兼事業Gマネージャー、総務Gマネージャー、サービスGチーフ計4名参加)

国人材育成事業

人材育成事業として、下記講習等に職員が参加したロ
1)衛生推進者養成講習会受講総務G職員1名 (5月)

2) 県戦略企画部主催情報公開・個人情報保護研修会総務G職員1名、サービスG職員1名計2名 (6月)
3) 日本体育施設協会主催スポーツ救急講習受講総務G職員1名 (10月)
4) (一社)日本スポーツ・ツーリズム推進機構主催アリーナ活用セミナー参加常務取締役総括責任者1名(11月)
5) 伊勢市消防本部出張講習普通救命講習受講全職員 (12月)
6) 防火管理者講習サーピズG職員1名 (2月)
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回伊勢市中学校職場休験学習、三重県インター:ノシップ施設見学、教職社会体験研修の受け入れ

平成30年度で5回目となった伊勢市中学校職場体験学習の受け入れを例年通り実施した。これまで、近隣のニ見中

学校の受け入れのみ行っていましたが、平成30年度は五十鈴中学校も加えた計2校の受け入れをさせていただいた。
-ニ見中学校 9月 12 日(水)~14日(金)※3日間 (2年生3名)

・五十鈴中学校・ 11 月 27 日(火)~29 日(木)※3日間 (2年生3名)

また、平成30年度は三重県立宇治山田高等学校の教職社会休験研修、県インターンシップの学生1名の指定管理施

設見学の受け入れについても下記の日程にて対応させていただいた。

田三重県インターンシップ学生施設見学 8月29日(水)※1日間(学生1名、県総務課担当者1名)

・県立宇治山田高校教職社会体験研修. 12月4日(火)・15日(土)※2日間(教職員1名)

(2)施設の利用状況

【平均稼働率】 (30年度実績) (目標) (29年度実績)

メインアリーナ 69.0% 

サブアリーナ 。73.3目

会議室等 17.1出

111.183，547円

57.0拍 59.6目

67.0% 70.6覧

20.0目 20.5% 

30年度目標。

17，590，000円

【利用人数】 (30年度実績) (目標)

アリーナ 221，732人 256，500人

会議室等 20，199人 25，000人

トレーニング室 9，648人 15，000人

フィットネス室 4，518人 3，500人

合 言十 256，097人 。300，000人

対目標比 29年度実績

143.3% 118，696，870円

(29年度実績)

783，867人

45，534人

7，266人

札201人

840，868人

対前年比

93.7拡

※利用料金減免等の内訳 割引金額 3，261，106円 減免金額 2.420，787円 特別割引金額 73，375円 合計 5，755，268円

3 管理業務に関する経費の収支状況 (単位:円)

収入の部 支出の部

' H30年度 H29年度 H30年度 H29年度

指定管漣料 205，978，033 203，409，000 人件費 75，755，731 72，958，6日5

利用料金収入 111，183，547 118，696，870 光熱水質 60，234，429 48，593，331 

自主事業収入 25，401，234 25，081，583 その他一般管理費 150，318，151 157，900，002 

営業外収入 .4，294，914 4，812，982 自主事業経費 33，538，871 35，501，166 

一一一J 一一 -------------- 消費税 7，649，590 8，551，409 

合計 (a) 346，857，728 352，000，435 合計 。(b) 327，496，772 323，504，593 

収支差額 (a)-(b) 19，360，956 28，495，842 

※収支差額l立法人税等税引税当期純損益額 ' ※指定管理者が変わった場合、前年度の収支状況には斜線を記入しています。
泌嘩器禁 i

利用料金減免額 I 5，75開 81 叩，2001

4 成果目標とその実績

I数値艮様】 同様値 成果・実績 備考(参考数値)

メインアリーナ平均稼働率 57.0% 69.0% 
平成29年度 59.6% 平成28年度 65.9% 平成27年度 55.4%
平成26年度 51.4% 平成25年度 57.7%

サブアリーナ平均稼働率 67.0% 73.3出
平成29年度 70.6% 平成28年度 75.0% 平成27年度 67.1%
平成26年度 66.9% 平成25年度 61.4%

会議室等平均稼働率 20.0% 17.1出
平成29年度 20.5% 平成28年度 29.0%、 平成27年度 16.2%
平成26年度 14.7% 平成25年度 19.6%

自主事業イベント件数 30件 34件
-スポット裂 32件/48悶/年間(スポーツ健康振興事業、文化事業、市民祭)
-通年製 2iキ/129関/年潤(体操教室、ボルダリングDAY)

アリーナ利用人数 256，500人 221，732人
平成29年度 783.867人 平成28年度 196，636人 平成27年度 247，031人
平成26年度 192，273人ー 平成25年度 275.248人

ー-L山町一一一

56 



会議室等利用人数 25，000人| 20，199人|
平成29年度 45，534人 平成28年度 22，584人 平成27年度 20，180人
平成26年度 21，998人 平成25年度 24，951人

トレーニンク‘室利用人数 15，000人| 9，648人|
平成29年度 7，266人 平成28年度 8，853人 平成27年度 15，667人
平成26年度 13，1~0人 平成25年度 12，537人

フィットネス室利用人数 3，500人| 4，518人|
平成29年度 4，201人 平成28年度 3，898人 平成27年度 3，891人
平成26年度 3，732人 平成25年度 3，944人

サンアリーナ利用人数合計，1 300，000人| 256，097人i平成29年度 840，868人 平成28年度 231，971人 平成27年度 286，769人
平成26年度 231，193人 平成25年度 316，680人

今後の取組方針

画令和元年度の特筆事項として、近隣類似施設の大規模工事に伴う長期休館の影響から、これまで
にない多数のコンサート開催の実績が生まれる年度となる見込みである。過去には年度内に数件、最
大でも4件とし巧開催実績であったところが、すでにその倍以上の件数になることが確実な状況となって
きており、多くの音楽ファンの方々の来場をお受けすることになる。「ミュージックツーリズムJとして、地
域にとってはこれまでにない大きな経済効果をもたらすことになり、コンサート開催では数千人という

.，方々が県内外から足を運ばれる中で、交通‘飲食・宿泊・関連観光などにおいて多くの地域団体・企業と
も関係してくることから、当社の強みとして考える「地元密着Jを最大隈発揮しながらしっかりと連携を図
り、来場される方々をお迎えしていきたい。

圏三重とこわか国体賓とこわか大会の開催が近づく中、関係部局 R団体の勤きも始まっており、下見・
事前打合せ対応が増えてきている。競技施設の指定管理者としても引き続き最大限のサポートができ
るようにカを注いでいきたい。管理面でも同様に、本番までに施設の安全性はもちろん、利便性信快適
性を高めていけるよう!こ取り組んでいきたい。

阻また、.当社としてカを入れる「スポーツツーリズム」についても、自主事業での活動を中心に、引き続
きカを入れて取り組んでいく。平成30年度から新しく導入されたボルダリング施設やサファ1)ーナのフッ
トサル利用等、施設の新しい魅力を活かした県外規模の大会誘致や合宿誘致についても、 2年目として
同じくカを入れて取り組んでいく。ボルダリング愛好者をターゲットとして一年目に県外に告知したが、実
績に繋がらなかったこと、また、一年目の利用者の動向を見てみると「一度体験したかった」方が多くあ
り、入門者の掘り起こしには適地となる伊勢志摩という観光地をパックボーンにし、この地に訪れる観光
を兼ねてのスポーツ合宿者にターゲツトを定めて、本来の利用目的としては別スポーツではあるもの
の』オプションとしての手1J用者を取り込むことに取り組んでいきたい。r伊勢で始めたボルダリングでファ
ンになったjという人を増やしていきたい。

橿一方で、平成29年度に!日C駐車場区画が企業売却され、施設用の駐車スペースが大きく減少し、こ
れまでとは大きく異なる駐車場運用環境に直面している。主要駐車場が施設から少し離れた臨時駐車
場へ変更されることがどのように影響してくるのか、中型のイベントや隣接する伊勢市のフットポール
場・多目的グラウンド等とのイベントが重なった擦の交通状況などは予測し切れない部分もあり、この軍
営管理をどのようにしていくのか、これら指定管理者だけでは解決し得ない問題が出てきている。平成
30年度後半によこれまでもコンサート等の臨時駐車場として使用させていただいてきた近隣(徒歩20分
程度)の伊勢市有地の使用方法に関する、三重県・伊勢市圃指定管理者による関係記者協議が開始さ
れた。また、指定管理者として近隣大型商業施設と個別交渉を行い大型催事の際の臨時駐車場場所
の新たな確保に鋭意努めているが、駐車場不足を解決する抜本的且つ中長期的な糸口はみつかって
いない。公共交通機関マのアクセスが不便である当施設においてよ駐車場問題は施設運営上の死活
問題となる。引き続き、県所管課と喫緊の課題として協議を重ねていきたい。

5 管理業務に関する自己評価 ※指定管理者が変わった場合、前年度の評価は斜線を記入しています。

評価の項目
評価

コメント
H30 H29 

回全閲高等学校総合体育大会(インターハイ)開催に向けて、各種下見や打合せ対応、設備
面では空調用の冷温水発生機修繕をはじめ、壁紙やタイルカーペットの張替え等を自社施工す
るなど、 2三重県を代表する複合型施設として最大限の受人体制を整え、各期間において大きな
トラブル等なく終えることができた。

1 管理業務の実施
圃平成30年度も安定した収支状況となったことから、平成29年度問様に自主財源による大型

A A 設備投資を実施することができた。長年の利用により汚れが目立ってきてい圧た洗メ浄イ及ンび・サ不ブ陵各修ア正状況
1)ーナ用の養生シートの特別清掃作業、周辺麗外インターロッキングの高
作業等により、施設利用上の美観及び安全性の向上を図ることができた。

関周辺駐車場対応では、全国高等学校総合体育大会Cインターハイ)以降に!日G駐車場ス

ペースが完全に使用雪とでしきてなもく1なったこと等から、当施設を取り巻く駐車環境が深刻な状況を迎え
る中で、指定管理者 継続して最大限の対応を行った。
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翻平成30年全国高等学校総合体育大会(インターハイ)が開催され、男子バレーボール、創
道、そして総合開会式の会場として利用いただいた。総合開会式では全国からの注目を集める
中で施設をアピールする良い機会になった。

周 有名アーテ用イ料スにト大にきよくる貢コ献ンサート利用2件を含めた、コンサート関連大型利用が5件あり、稼
2 施設の利用状況 A A 働率・施設手IJ したばかりでなく、地域活性化の役割安果たすことができた。 I

橿 自主イベント事業でも、大型イベントとして「バスケットボールBリーグJ，r伊勢の森トレイル
ランニングレースJを当年度も、ウ開;催した。その仰の定例事業である地元総合型地域スポーツクラ
ブとのコラボレ{ション事業、 オーキング事業などに加え、ボルダリング施設を活用した新しい
試みなども実施し、計34件の自主イベントを実施した。

J 

嵐 平均稼働率では、メイン"サブの蹄アリーナについては平成遣3しoた年コ度ン前サ半ーのト全国高等学校総
要合素体育式会(インターハイ)による長期貸切利用や年間5件に 関連利用等の好

に加え、平成30年度後半はLED照明工事の為に稼働可能回数が減少したことに伴う高稼
働状態が続き、年間目標を達成することができた。一方で、その他会議室等では、平成30年度
も全国高等学校総合体育大会(インターハイ)が開催され、近年連続している大規模イベント!こ

3 成果目標及びそ
日 A 

よる長期貸切利用の影響を受けて、日常利用の定期利用離れが進むなど、稼働状況に課題を
ーの実績 抱える状況に直面している。 1

回多利く用人数については、メイン"サブ両アリーナが稼働しているものの利用者自体は少ない日
が なったことも受けて(コンサートリハーサル利用や、全国高等学校総合体育大会の準備・
確保期間等)、稼働状況に比例せず伸び悩み、フィットネス室を除く会項目で目標を達成できな
かった。

※評価の項目r1jの評価

rAj→業務計函をj順聞に実施し、特に優れた実績をよげている.
rBj→業務計画を順翻に実施している.
rCj→業務計画を十分には実施できていない。

※評価の項目r2jr3jの評価:

rOj→業務計関の実施に向けて、大きな改善を憂する。

rAj→当初の目標を達成し、特に優れた実織を上げている。
rBj→当初の目機を達成している.
rCj→当初の鼠擦を十分には達成できていない。
rOj→当初の目標を達成できず、大告な改善を要する.

周 平 成30年度は平成30年全国高等学校総合体育大会(インターハイ)が開催された。当施設では男子バレート
ボール競技、剣道競技、そして式典で総合開会式が開催され、約2カ月間の問、様々なかたちで施設を活用い
ただくことができた。早くは数年前!こ始まり、本番が近づくにつれて各分野に分かれで強度も多くなった事前の
各種下見や打合せへの対応はもちろんのこと、設備面でも空調用の冷温水発生機修繕をはじめ、控紙やタイ
ルカーペットの張替え等を自社施工するなど、三重県を代表する複合型施設として最大限の受入。体制を整えて
きた。各競技期間において大きなトラブル等なく終えることができ、総合開会式では皇太子殿下に御臨席を賜り
全国からの注目を集める中で、施設をアピールする非常に良い機会になった。

量 平 成30年度は有名アーテイストによるコンサート利用2件に加え、コンサートの本番リハーサル利用が3件あ
り、稼働率・施設利用料の向上に大きく貢献した。近隣県の同規模施設が当年度後半から大規模改修に伴う長
期休館に入ったことから、令和元年度についてはさらに、過去に例を見ないほど多くのコンサート開催がすでに
決定している。施設にとって、地域にとっても重要な大規模貸館であり、引き続き最大限の対応、開催サポート
を行う。

鵬、平成30年度は新たに供用開始となったサブアリーナのボルダリング施設や、壁面強化工事により使用可能
になったサブアリーナのフットサル利用による貸館誘致にも積極的に取り組んだ。フットサル利用に関しては、

総括的な評価 lフットサjレ関係団体へのアピールを行い、当施設で約2年ぶり4回目の開催となる全日本U-15フットサル選手権
及びU-15女子フットサル選手権大会開催時のウォーミングアップ会場として活用いただくことができた。大会開
催上の利便性向上にもつなげることができた。

回一方で、全国高等学校総合体育大会(インターハイ)による利用終了後から、!日C駐車場スペースが完全に
使用できなくなり、施設専用駐車場はいよい、よA駐車場の600台を残すのみとなった。迎えた10月の貸館(一般
社団法人伊勢志摩労働者福祉協議会主催の福祉フェスティパル)本番時、事前に主催者とともに近隣企業駐
車場を関係者向けに借用するなどできる限りの対応を行ったが、それで‘も駐車場が足りなくなり近隣への路上
駐車や交通渋滞など、交通混就が発生する事態となった。県下最大級の多目的施設としての役割を果たすた
め、指定管理者としても引き続き駐車場対策を喫緊の課題として捉え、最大限の対応を行っていきたい。

園 自主事業では、例年開催しているイベントに加え、平成30年度から供用開始となったボルダリング施設や盤
面強化により可能になったサブアリーナでのフットサル利用を活用した新規事業(rボルダリングDAYJ、サブア
1)ーナを活用した「名古屋オーシャンズフットサルクリニックjなど)を積極的に実施した。同じく新たなトレーニン

、.グ機器を導入したトレーニング室も含めた、施設の新たな魅力発信のために各種広報活動にも力を入れた。新
年度に向けて、引き続き自主イベント等による施設の新たな魅力の活用、並びに広報活動などによる魅力発信
に力を注いでいく。
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(13)各種審議会等の審議状況の報告について

(令和元年6月3日~令和元年9月 17日)

L雇用経済部)

1審議会等の名称 |令和元年度第 2回三重県大規模小売庖舗立地審議会

2 開催年月日 |令和元年6月4日(火)

3 委員

4 諮問事項

5 調査審議結果

6備考

1 審議会等の名称

2 開催年月日

3委員

4 諮問事項

5調査審議結果

6備考

【会長]三重大学准教授寺島貴根ほか3名出席計4名

・r(仮称) ドラッグコスモス芸濃j古J(津市)の新設に係る届出につ

いて (2回目)

・r(仮称)西濃ノ〈ーク名張J(名張市)の新設に係る届出について (1

回目)

. r鈴鹿玉垣ショッピングセンター・ヤマダ電機テックランド鈴鹿j吉」

(鈴鹿市)の変更に係る届出について (1回目)

. rドラッグコスモス芸濃j古J(津市)の新設に係る届出について (2

回目)

事務局より審議資料に基づき説明を行い、審議した結果、周辺地

域の生活環境の保持の観点から意見を述べる事項は特にないと認

められ、結審しました0

・r(仮称)西濃パーク名張J(名張市)の新設に係る届出については

回目)

事務局より審議資料に基づき説明を行い、審議した結果、歩行

者等への交通安全の保持及び周辺交通への影響について、更なる

対策の必要性の意見があったため、継続審議となりました。

「鈴嵐玉垣ショッピングセンター・ヤマダ電機テックランド鈴鹿

j古J (鈴鹿市)の変更に係る届出については回目)

事務局より審議資料に基づき説明を行い、審議した結果、周辺

地域の生活環境の保持の観点から意見を述べる事項は特にないと

認められ、結審しました。

令和元年度第3回ニ重県大規模小売庖舗立地審議会

令和元年6月 25日(火)

【会長]ニ重大学准教授寺島貴根ほか4名出席計5名

.r(仮称)西濃パーク名張J(名張市)の新設に係る届出について (2

回目)

. r (仮称)西濃パーク名張J(名張市)の新設に係る届出について (2

回目)

事務局より審議資料に基づき説明を行い、審議した結果、周辺地

域の生活環境の保持の観点から意見を述べる事項は特にないと認

められ、結審しました。
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1審議会等の名称 令和苅年度第4回三重県大規模小売j苫舗立地審議会

2開催年月日 令和苅年7月 5日(金)

3委員 【会長]ニ重大学准教授寺島貴根ほか 3名出席計4名

4諮問事項
• r (仮称)イオンタウン四日市治J(四日市市)の変更に係る届出に

ついては回目)

. r (仮称)イオンタウン四日市泊J(四日市市)の変更に係る届出に

ついては回目)

事務局より審議資料に基づき説明を行い、審議した結果、周辺交

5調査審議結果 通への影響並びに廃棄物処理施設及びその関連施設について更な

る確認の必要性の意見があり、また、駐車場内の交通安全及び騒音

について更なる対策の必要性θ意見があったため、継続審議となり

ました。
、

6備考

1 審議会等の名称 令和苅年度第5国立重県大規模小売庖舗立地審議会

2 開催年月日 令和フじ年8月 5日 (月)

3 委員 【会長]二重大学准教授寺島貴根ほか 3名出席計4名

4 諮問事項
. r (仮称)イオンタウン四日市泊J(四日市市)の変更に係る届出に

、 ついて (2回目)

. r (仮称)イオンタウン四日市泊J(四日市市)の変更に係る届出に|

ついて (2回目)

5調査審議結果 事務局より審議資料に基づき説明を行い、審議した結果、周辺地

域の生活環境の保持の観点から意見を述べる事項は特にないと認

められ、結審しました。

6備考

j 
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1 審議会等の名称 令和フE年度第1回三重県職業能力開発審議会

2開催年月日 令和フじ年7月 23日 (火)

3委員 {会長]三重大学教授松本金矢ほか 7名出席計 8名

4諮問事項 6 なし

1 第 10次コ重県職業能力開発計画関係事業の実施状況について

第 10次三重県職業能力開発計画民基づいて実施された平成 30

年度事業の成果等を報告し、意見交換が行われました。

主な意見は以下のとおりでした。

-県外大学との就職支援協定締結の取組は、中小企業にとって

5調査審議結果
有益であることから、これからも進めていただきたい。

ノ・キャリア教育の現場や職業訓練の場においても、働くうえで
2 

のノレーノレ(法令や相談窓口など)を教えていくことが重要であ

る。

-働き方改革の取組は急務であると認識しているが、中小企業

や零細企業ではなかなか対応が難しい現状があることにも目

を向けていただきたい。

6備考
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1審議会等の名称 |令和元年度第2回三重県観光審議会

2 開催年月日 |令和元年8月 26日(月)

項一事

員
一
問

委
一
諮

3

4

 

【会長]埼玉大学教授石阪督規ほか10名出席計11名

新三重県観光振興基本計画に向けた意見交換

新三重県観光振興基本計画策定に向け、①取組の方向性、②計画

目標項目及び数値目標について審議いただきました。

5 調査審議結果

【主な意見】

①取組の方向性について

-三重の強みをきっちりと整理し新しいコンテンツを探すととも

に、県としてのポジショニングを明確にした上で、客が客を呼

ぶ好循環を確立するための取組に注力すべき。

-リニア開業や大阪・関西万博などチャンスが到来しており、投

資しやすい状況にあるのではないか。

-滞在型リゾートとして、ー中身を具体化していくことが重要。将

来の富裕層に向けた取組も含めて取り組んでいくべき。

-二次交通の現状を可視化し、空白となっている時間やエリアな

どを理める方法があるかを検討すべき。

-観光振興を農林水産業など他の産業にどのように経済効果とし

て波及させていくかを考えるべき。

• DMOの地域マネジメント能力を育てるべき。

• MICEブランド確立は重要。ワンストップでホテノレや交通をコ}

ディネートし、快適に MICEを開催できることや、本物の体験

を生かして企業等のポリシ」に沿ったスト}リ}を作ること

が重要。

②計画目標項目及び数値目標について

-目標値はある程度背伸びして切りの良い数値とし、事業者に向

けて目指していく方向性をメッセ}ジとして打ち出すことが

必要0

・所得の目標値については、表現を再検討した方がよいのではな

し、か0

・観光満足度は「やや満足Jを含めて心意気とし-C100%を目指

すべき。その中で、大変満足の比率 30%は悪くないため、全国

トップレベルと説明を加えてはどうか。

-外国人延べ宿泊者数を伸ばすには、ある程度アジアを中心にし

ていくことが必要ではないか。

・日本人宿泊者数は減少していく市場であるため、増加し続ける

目標は厳しいのではないか。
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。報告事項 ( 1 )首都圏営業拠点「三重テラスj について

-オープン以来の来館者数累計は、令和元年8月31日現在で、 3，746，864人です。

関
問

純lETER汽ACE

TOPICS 

ど夏休ρみ;期闘に子どもたちを中ir，¥(じ家族みんな

で楽しむこkができる多彩なイベントを企画姐実

施しました。

Oこども真珠学校(8月4日)一 [41名参加〕

>-真珠の歴史、生産エ程等をわかりやすく解説し、

あこや貝からの真珠の取り出しを体験一¥

O日本橋忍者学校@三重テラス(8fil5日""'22日)[2，904名参加}
一〉大人も楽しめる「手裏剣投げjのほか、 fなりきり忍者(忍者衣装の試着).J、「忍者ボノル
ダリング」など、τ昨年よりさらにパージョンアップじた最新の忍者修行体験弓ーナ}を設置

O日本橋の7つのアンテナショップが連携しスタンブラリーを開催(7丹20日......9月1日〉。

!なλントスバ六み〉
f 

Oì~ぎょうざ小学校 (7月 14日)
〉津ぎょうざの試食、津市出身の駒田早代さんによる津軽三味 8

，線ライブ、津市の観光をPR(280名参加〕

0“コカq ーラ"鈴鹿8持間耐久ロードレースパブリックビュー
イング (7月28S)

〉ゲストに元GPライダ}の斎藤仁氏、 2000年鈴鹿8耐3位入賞
の芹沢太麻樹氏を迎え生解説。恒例イベントとして認知されて
きており、多くのレースファンが観戦(210名参加)
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.. _.一円 魅カ体験者

TOPICS 

※サ}tfスオブザ・イヤーは、小売業・流通業などの業界専門誌
「商業界Jを出版する株式会社商業界が、全国の物販・飲食庖の
サービスレベノレを調査し、優良府舗を表彰するものです。

外国語POP(お茶の説明)

DATA 

「三重テラスjの来館者数及び琵上額の状況

. --司.. 司・・ ，暗唱， ，.司聞--. O. 、---_ ‘"伊相、" ーーー 町 Ileの寝室苦まにおける三重テラス成果指標 {単位:人)

(4尚11包括~手E日主/計31) '11' '30毒事皮昔t 累計

ショッブ 77.471 30，298 107，769 

レストラン 29‘743 12.603 42.346 

イベントスペース 66，650 34，631 101，281 

その他 11，03J 6，868 17，905 

し一一銀一 184‘901 84.400 269，30.1 

集。出数処認の銅係よ、合計が一致しない部分があります。
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巨費
M1E TERRACE 

“おかげさま祭"第1弾!

6周年記念

感謝祭

9月29日(日)
司:、

大食い恕予Youtuber/三重県桑名市出身!

はらペこツインズ

$、一 、

かこさんあこさんM日府長で登場 i
・ 13:00~13:45
ショップでお翼い上げの方、先着100名様に

“伊勢うどん"プレゼント!
※おひとり様11面販り

.14:00~15:30 

『実食パフォーマンス
&トークライブ~ -~会

写真撮影等の交流タイムもあります l dyF 
者1/!-

Oq ・I~. ， O.ヨ，、 ※9月28日(土)は全館停電のため、臨時休業します。
2019.~~ζI(土)-~."U(月〉※一部イベント、ショップ販売、レストラン提供の期間Iま異なります。
at 三重F目⑤ 2階イベントスペース j東京都中央区日本橋室町2-4-1YU汀oANNEX 

lE TmA2E(一部、1階ショップ、レストラン) 1 TEし03-5542-1035

熊野E討議室株罪、鵡巌霊塁線路f調停

三重はええとこP
プレゼントキャンペーン

9月 14 日(土)~10月 14 日(月・祝)

“話予稿nが髄;卒;檎にやってくる l

“赤福茶農"の出庖 “赤福餅"の特別販売
9月 22 日(日 )~9月 23 日(丹・祝) 9月 22 日(日 )~9月 24 日(火)ー

期隅織驚i翻品がw，t揃い!

ショップ特別販売、
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三重テラスは、おかげさまで9月28日にオープン6周年を迎えます。
J 平成25年のオープン以来、伊勢神宮のご遷宮、伊勢志摩サミット、お伊勢さん菓子博など、

三重県が全国的な注目を集める中、今年は熊野古道世界遺産登録15周年を迎え、

~j r三重テラスjの来館者数は374万人を超えました。

J そこで、「三重テラスJを支えていただいている皆様へおかげさまの気持ちを込めて、
三重の魅力満載のr6周年記念感謝接jを開催します。

皆様お誘い合わせのうえ、三重テラスへ是非お越しください!

|徹イベント内容

(1)rU35みえ NextAction MeetingJ【事前申込制】

日時:9月21日(土) 16時から18時30分まで

テーマ:r私たちが三重にいない理由(ワケ)J

内容:

【第1部】意見交換会(16時から17時30分まで)

-参加者全員がテーマに沿った内容で自己紹介
回東京視点での三重の良さ、足りない要素をアウトプット

圃“三重の未来への提言"をまとめ

※当金lま継続して実施する予定です。
【第2部】交流会(17時30分から18時30分まで)

縄三重県産品の軽食と飲み物を準備します。立食形式。

対象:首都圏在住で三重県!こゆかりのある35歳未満の方

コメンテーター:鈴木英敬三重県知事
定員 :30人
参加費:【第1部】無料【第2音日学生 500円、社会人 1，500円
申込方出:電子申請システムよりお申し込みくださいロ

httos:/ /www.shinsei.oref.mie.1日.jo/uketsuke2/form.do?acs=U35mie

申込締切 :9月16日(月"祝)
企画陣運営:U35みえチーム

(2)r“赤福"が日本橋にやってくる!J 
①“赤福餅"の特別販売
日時:9月22日(日)"'"'9月24日(火) 10:00.....20:00 

内容:赤福餅2個人(税込240円)、 8個人(税込760円)、 12個人(税込1，100円)を販売します。

※数量限定につき、無くなり次第終ずします。 2個人は22日・23日のみの販売です。

※交通事情等の都合により、商品の入荷が遅れる場合があります。

②“赤福茶屋"の出倍
日時:9月22日(日) ，10:00.....20:00(ラストオーダー19:00)

9月23日(月・祝)10:00.....19:00(ラストオーダー18:00)

内容:赤福餅2個人抹茶付(税込470円)を提供します。

協力:株式会社赤福

(3)r三重ではたらく100入J写真パネル展
日時:9月24日(火)から27日(金)まで、 30日(月) 10時から18時まで(初日は13時から、最終日は16時まで)

内容:学生写真家風佐藤真珠さんによる、三重県で働く人やそのまわりの風景を2万枚以上撮影した中から
選りすぐった写真パネル展です。

~!1~ブ司フィール i

佐藤真珠 ShinjyuSato 

埼玉県出身。皇撃館大学文学部卒業後、

京都造形芸術大学芸術学部写真学科3年へ編入。

2018年より、写真家活動を開始。

豊かな三重に魅了されて、 2019年8月まで伊勢市に暮らす。
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(4)fみえを食べる!大詰食会j

日時:9月24日(火)から27日(金)まで、 30日(月) 14時から16時まで

内容:1階ショップで取り扱っている、伊勢うどんをはじめとする三重県産品の試食をお楽しみいただけます。
※数量限定につき、無くなり次第終了します。

(5)f一日脂長」【整理券配布】
日時:9月29日(日)13時から15時30分まで(入場は12時30分から}

出演者:はらペごツインズかこさん町あこさん(大食い双子YouTuber/桑名市出身)
白内容:①6周年記念プレゼント(13時00分から13時45分まで(無くなり次第終了)) 

1階シヨ‘Yブでお買い上げの方、先着100名様に三重県産品「伊勢うどんjをブレゼ、ントします。

※おひとり様1個限りです。

②実食パフォーマンス&トークライブ(14時00分から15時30分まで)

2階イベントスペースにて、伊勢うどん等の三重県鹿品を実食していただくとともに、とこわか国体や

故郷である三重の魅力についてお話いただきます。ファンの方々との写真撮影等、交流タイムも!胸

入場方法:r実食パフォーマンス&トークライブJの椅子席の整理券を、当日11時より三重テラス2階事務局にて

配布します。(限定20枚)

※立ち見は整理券なしで入場できます。但し、会場の状況により入場をお断りする場合があります。
協賛:三重県製麺協同組合

出演者プロフィール

はらぺこツインズかこさん・あこさん

かこさんは姉、あこさんは妹。 1991年8月3日生まれ、三重県桑名市出身。一卵性双生児。

中学から大学まで10年間陸上に没頭。中学では4X100ml)レーで全国優勝。

大食いに目覚めたのは大学生のころ、友人と食べ放題に行き、人よりも食べられることに気が付く。
自分がどれくらい食べられるかテレビイベントに出場したところ優勝。 I _， 

そこから本格的に大食いの道へと進む。

(6)r三重の応擦問のつどいJ【事前申込制】

日時:9月四日(日) 17時から19時まで(受付16時30分より)

内容:三重を応援して頂いている方々の交流を目的に立食形式で行います。

津市出身で東京襲術大学2年生の駒田早代さんによる津軽三味線の演奏会を行ったのち、参加者による

PRタイムを設けます。 PRの持ち時間は希望者数により、調整して連絡いたします。(目安!ま2分程度です)

対象:三重の応援団、及び、当日に登録をして頂ける方々

定員:50名(先着順)

参加費:3，000円(三重県食材の料理、 1ドリンク付き/立食形式)

.申込方法:電子申請システムよりお申し込みください。

httos:/ /www.shinse i. p ref. m ie.lg. i P / u kets u ke2lfo rm. d o?a cs=o u en 20 19 

メールの場合は、件名を「三重の応援団のつどい申し込みjとして、本文に①氏名、②会社(団体)名、

③電話番号、④メールアドレス、⑤PRタイム必要の有無及びPR内容を明記してください。

申込締切 :9月22日(日)

申込・間合せ先:三重テラス2階事務局 E-mail eigyo@pref.mie.lg.jp/電話 03-5542 -1035 

※「三重の応援団jへのお申込先はこちら今 htto://www.mieterrace.pref.mie.lg.io/content/support.php 

駒田早代さん

東京襲術大学音楽学部邦楽科三昧線音楽専攻2年生。小学校より津軽三味線を始める。

全国大会に挑戦するかたわら、イベントなどでの演奏、高齢者施設への訪問などを行う。

三味線を弾きながら唄う“弾き唄い"に加え、足で太鼓を操る一人三役という独自の

スタイルを研究。

2015年'第9回津軽三昧線日本一決定戦 A級女性の部優勝

2019年第四回津軽三味線世界大会女性A級部門優勝など、入賞多数。
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(7)f熊野古道世界遺産登録15周年記念三重はええとこPプレゼントキャンペーンj

期間:9月14日(土)'" 10.月14日(月斗兄)
内容:期間中にショップ"レストランのレシート3，0.0.0.円ごとに応募券1枚を2階観光案内所窓口にてお渡しします。

※期間中のレシートの合算可
特賞:1名(熊野倶楽部ペア宿泊券)
A賞:3名(松阪牛ローストビーフ等三重の特産品の詰め合わせ1万円相当)

B賞:10.名(三重の特産品の詰め合わせ3，0.0.0.円相当)
※応募締め切り後、厳正なる抽選により、当選者を決定します。当選者の発表は賞品の発迭を持って代えさせていただきます。

協賛:株式会社エムアンドエムサービス

(8)レストラン特別提供企画
①6周年記念特別コース(9月29日'"12月末(予定)) 

料理内容は、松阪牛、伊勢海老を含んだコース料理を展開。
料理長おすすめの最初の一口から冷前菜、パスタ、メイン、ドルチヱ、食後のカフェの計6品。 6，0.0.0.円(税抜)

②伊勢海老フェア(10.月1日"'10.月31日)

ぺ'jl-勢海老とチエリートマトのリングイネパジリコの香り
イ芦勢海老の1)、ノット芳醇な香りのビスクとクリーム風味

・伊勢海老と旬野菜のインパテ、ツラタイムの香り

・伊勢海老のグリルソマカツオのカッチョピマヨネーズで

(9)ショッヲ特別販売企闇
-松阪牛福袋 1万円 10.個限定※9月22日より
幽松阪牛サーロインステーキ肉(朝日屋)

-6周年記念真珠商品(伊勢志摩真珠館)※9月22日より
イ乍智純米大吟醸滴取り(清水清三郎商庖)12本限定※9月22日より

イ乍純米大吟醸「棉山一滴水j山田錦(清水清三郎商庖)24本限定※9月22日より

・半蔵純米大吟醸磨き40.木箱入り(大田酒造)12本限定※9.F122日より
掴半蔵純米大吟醸プレミアム神の穂(大田酒造)12本限定※9月22日より

同 6周年記念室高急須・煎茶碗(2個ト菓子皿セット(藤総製陶所) 15セット限定※9月22日より

"伊勢抹茶ソフトクリーム(山村乳業)1日20.個限定※9月初日より

掴おかげ犬サブレ(五十鈴茶屋)数量限定※9月22日より
・赤太郎夕、ッズ(赤福)※9月22日から23日まで

圃へんば餅(へんぱや商庖)数量限定※9月29日から3D日までほか

| 建設会場MAP
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|φ問い合わせ先

三重:テフλ
東京都中央区日本橋室町2-4-1YU汀oANNEX 
TEL 03-5542-1035 
※東京メトロ銀座線"半蔵門線「三越前」駅地下車結
※JR総武線「新日本橋」訳地下直結


